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第１ 請求の概要と受理

１ 請求人

    ａ

    ｂ

    ｃ

    ｄ

    ｅ

    ｆ

    ｇ

２ 請求書の提出

平成 28年４月 13日

３ 請求の概要

請求人が提出した措置請求書は別紙１－１のとおりであり、その概要は次の

とおりである。

大熊昌巳議員（以下「当該議員」という。）の平成 26年度政務活動費のうち、

次の違法又は不当な支出 76 万 4,687 円について、当該議員に対して速やかに

返還を求めるよう杉並区長に勧告することを求める。

（１） 事務費               12 万 4,749 円

（２） 区政報告及び区政報告会に要した費用 45万 5,623 円

（３） ホームページ管理料         6 万 4,800 円

（４） ガソリン代                          4 万 4,515 円

（５） 杉並区議会自由民主党のチラシの費用 7万 5,000 円

４ 請求の受理

本件請求は、地方自治法第 242 条所定の要件を具備しているものと認め、平

成 28年４月 22日の監査委員会議において受理することを決定した。
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なお、富本卓監査委員及び太田哲二監査委員は、同年４月 15 日の監査委員

会議において、同法第 199 条の２の規定に基づき、除斥とした。（富本卓監査

委員及び太田哲二監査委員は同年５月 18日に退任）

また、同年５月 19 日に就任した浅井邦夫監査委員及び河津利惠子監査委員

は、同日の監査委員会議において除斥とした。
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第２ 監査の実施

１ 証拠の提出及び陳述

請求人に対して、地方自治法第 242 条第６項の規定に基づき、平成 28 年５

月９日に証拠の提出及び陳述の機会を設けた。

請求人は、追加の証拠資料（別紙１－２）を提出し、請求の趣旨を補足する

陳述を行った。

２ 監査対象事項

当該議員の平成26年度政務活動費のうち、請求人が違法又は不当と主張する

76万4,687円の支出（①事務費12万4,749円、②区政報告及び区政報告会に要し

た費用45万5,623円、③ホームページ管理料6万4,800円、④ガソリン代4万4,515

円及び⑤杉並区議会自由民主党のチラシの費用7万5,000円）について、違法又

は不当の有無等を調査し、それらを踏まえて監査結果を導くこととした。

ただし、平成26年11月28日の区政報告会案内はがきの印刷代・はがき代4万

4,166円（5万5,208円×0.8）のうち、2万2,486円については、収支報告書及び

出納簿の訂正により、平成28年５月26日に同額が返還されたことから、監査の

対象外（却下）とした。

３ 対象部局とその抗弁要旨

杉並区議会事務局（以下「区議会事務局」という。）及び杉並区総務部総務

課（以下「総務部総務課」という。）を本件監査の対象部局とし、抗弁書の提

出を求め、平成 28年４月 28日に抗弁書の提出を受けるとともに、同年５月 12

日に説明聴取を行った。

区議会事務局の抗弁書（別紙２）及び総務部総務課の抗弁書（別紙３）の要

旨は、次のとおりである。

３－１ 区議会事務局

   区議会事務局の抗弁書には、①政務活動費（旧政務調査費）の法制化の経緯

等、②請求人の主張に対する見解等及び③平成28年度からの取組について記載

されている。

その主な内容は、次のとおりである。

（１）政務活動費の法制化の経緯

平成24年の地方自治法の一部改正により、政務調査費の名称が「政務

活動費」に、交付目的が「議員の調査研究その他の活動に資するため」

に改められ、政務活動費を充てることができる経費の範囲を条例で定め

ることとされ、また、議長は、政務活動費の使途の透明性の確保に努め

ることとされた。（平成25年３月１日施行）

これを受け、「杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に

関する条例」（以下「政務調査費条例」という。）の一部が改正され、政
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務活動費を充てることができる経費の範囲が「調査研究、研修、広聴、

広報、要請、陳情、各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把

握し、区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要

な活動に要する経費」と定められ、別表において「政務活動に要する経

費」として具体的な経費区分が定められた。

また、議長は、政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透明

性の確保に努めるものとされた。

（２）請求人の主張に対する見解等

政務活動とは、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要

請、陳情、各種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区

政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動を

いい、政務活動費として交付するに当たっては、こうした活動に必要な

経費の一部として、「政務活動に要する経費」の範囲内で支出されなけれ

ばならないことは当然のことである。

また、会派及び議員においては、その一部が公費として負担される以

上、コスト意識をもって活動を行う必要があるとともに、当該経費の使

途の透明性を確保し、区民に対して説明責任を果たすことが求められて

いることは、十分に認識しているところである。

しかし一方で、どのように活動するかは、政務活動の主体である会派

及び議員の自律的判断に委ねられているものである。また、当該活動の

一部に政務活動以外の活動が混在する場合、どの程度の割合が政務活動

に当たるかといった判断についても、会派及び議員の活動の実態に照ら

して自ら判断し、その判断は、説明責任を果たすことを前提に尊重され

るべきものである。

    ※ その他、個別の請求項目等（①按分、②事務費、③区政報告、④ホ

ームページ管理料及び⑤ガソリン代）に対する見解が記載されている。

（３）平成28年度からの取組

政務活動費の適正な執行の確保により一層努めていくため、「杉並区議

会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程」（以下「政

務活動費規程」という。）を一部改正し、ガソリン代の支出割合は経費の

２分の１を上限とし、ただし、議員一人当たり月額5,000円を限度とする

こととした。さらに、自宅兼用事務所光熱水費については、自己所有及

び自宅兼用の事務所の光熱水費は計上できないものとすると改めた。

また、書籍や備品について、特に区民に疑義が生じやすい支出に関し

ては、明確化・厳格化を図る観点から、支出計上に当たって特に留意す

る必要がある事項として、会派及び議員から説明を求めることとしたと

ころである。

なお、交付額を超えた収支報告書について、平成27年度から交付額の

範囲内での収支報告に努めるものとすると運用を改めたところであるが、

平成28年度からは交付額の範囲内で収支報告するものとすると改めた。
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今後も、政務活動費の適正な運用と使途の透明性の更なる確保に努め、

より一層区民に信頼される制度となるよう、引き続き不断の検証・見直

しに取り組むこととしている。

３－２ 総務部総務課

   総務部総務課の抗弁書には、①政務活動費の制度制定の経緯、②政務活動費

の交付及び返還等に関する手続、③政務活動費の適正化に向けた取組及び④今

回の措置請求に関する区の見解について記載されている。

その主な内容は、次のとおりである。

（１）政務活動費の適正化に向けた取組

平成27年度に提出された平成25年度の政務活動費に関する措置請求の

監査結果における監査委員からの意見・要望を踏まえ、区議会で検討を

重ね、平成28年２月１日に「平成27年度政務活動費調査検討委員会検討

結果」をまとめ、平成28年４月から政務活動費規程を改正し、更なる政

務活動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努めている。

（２）今回の措置請求に関する区の見解

政務活動費は、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として交付するものであり、その執行については、第一に会派及

び議員の倫理観を前提にした自己検査、第二に議会の代表者としての議

長が調査し、議会の自律性の中で処理することが前提であると認識して

いる。その上で執行機関としては、会派及び議員が活動していく上で支

障のないような政治活動の自由を保障する視点で、対応すべきものであ

る。

今回の措置請求の対象となっている政務活動費については、「杉並区議

会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例」（以下「政務

活動費条例」という。）第 11 条に基づき、議長が報告書及び領収書等を

調査し、適正に執行したものと考えている。

先に述べた平成 27年度の区議会の取組は評価するものであるが、引き

続き、適正な運用が図られるよう必要な助言に努めながら、自律的な取

組を後押ししていく。

４ 区議会議長の調査回答の要旨

政務活動費条例第11条で、議長は収支報告書等について必要に応じて調査を

行うこととされていることから、請求人が指摘している政務活動費の支出の違

法性又は不当性の有無等について、議長に調査を依頼した。

議長の回答要旨は、次のとおりである。

４－１ 平成 28 年４月 28 日付け調査回答（別紙４－１）

   議長の調査回答には、①政務活動費条例に基づく議長の調査の実施、②調査

結果、③今回の措置請求に対する議長の見解、④当該議員からの説明について
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記載されている。

その主な内容は、次のとおりである。

ア 調査結果

政務活動として合理性ないし必要性を欠くことが明らかであると認めら

れるものはなく、平成 26 年度の「政務活動に要する経費」及び「政務活動

に要する経費細目」に基づく適正な支出が行われていた。

   イ 今回の措置請求に対する議長の見解

政務活動費の支出に当たっては、第一義的には会派及び議員の自律的な判

断に委ねられていると考えており、平成 26 年度当時の基準により、会派及

び議員がそれぞれ良識ある判断に基づき、計上しているものと認識している。

政務活動費の適正な運用の確保に向けては、これまでも不断の検証・見直

しを行ってきたが、政務活動費の使途については、区民に対する説明責任を

十分に果たすことがより一層求められており、今後は、政務活動費がこれま

で以上に区民の信頼が得られる制度として確立できるよう、更なる改善に向

けて不断の検証・見直しに努める。

※ その他、当該議員の説明として、個別の請求項目（①事務費、②区政報

告及び区政報告会に要した費用、③ホームページ管理料、④ガソリン代及

び⑤会派のチラシ）に対する説明が記載されている。

４－２ 平成 28 年５月 30 日付け調査回答（別紙４－２）

   平成28年５月18日に行われた当該議員の平成26年度政務活動費収支報告書

及び出納簿の訂正（誤記控除・誤記更正）について、追加回答がされている。

上記の訂正により、平成28年５月26日に返還された金額等は、次のとおりで

ある。

内 容 返還額

平成26年11月28日の区政報告会

案内はがきの印刷代・はがき代

4万4,166円

のうちの

2万2,486円

５ 区議会議長の再調査回答の要旨

平成28年４月28日付けの回答書では、事務費及び区政報告会に要した費用に

ついて、説明が十分でない箇所があったことから、議長に再調査を依頼した。

再調査においては、①パソコン等の使用目的の９割を占める政務活動の内容

及び②過去の区政報告会及び礼状の送付の実績について、それぞれ具体的な説

明を求めた。

平成 28年５月 17日付け再調査回答（別紙５）の要旨は、次のとおりである。

（１）パソコン等の使用目的の９割を占める政務活動の内容について

    パソコンは、区民への区政報告等の送付のための名簿管理や区政報告会の

案内状、礼状及び説明資料の作成に使用している。さらに、自分自身のホー
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ムページへの書き込み、区政や施策の研究などのためのインターネットの利

用、区民、区議会事務局及び区所管課とのメールのやりとりなどに使用して

いる。また、カラープリンターは、これらのパソコンの使用により、プリン

トアウトが必要なデータの印刷も行っている。

（２）過去の区政報告会及び礼状の送付の実績について

    平成27年度は区政報告会を実施していないが、平成26年度以前は毎年実施

している。ただし、礼状は出している場合と出していない場合がある。
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第３ 監査の結果

１ 結 論

本件請求については、平成 28 年６月８日に監査委員２名（上原和義監査委

員及び岩崎英司監査委員）の合議により、次のように決定した。

本件請求のうち、収支報告書及び出納簿の訂正により返還された支出に係る

部分については、これを却下し、その他の支出に係る部分については、請求に

理由がないものと認められるので、これを棄却する。

２ 政務活動費に係る条例等の制定等の経緯

杉並区における政務活動費（旧政務調査費）に係る条例等の制定等の経緯は、

次のとおりである。

（１）  平成 12 年の地方自治法の一部改正により政務調査費制度が創設されたこ

とに伴い、平成 13 年に、政務調査費条例及び「杉並区議会の会派及び議員

に対する政務調査費の交付に関する条例施行規則」（以下「政務調査費規則」

という。）が制定され、政務調査費の交付対象、交付額、交付方法、使途基

準等が定められ、平成 13 年度から会派及び議員に対して政務調査費が交付

された。

（２）  平成 19 年に、区議会の自主的なルールとして、「杉並区議会の会派及び

議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程」（以下「政務調査費規程」

という。）が制定され、選挙活動、政党活動又は後援会活動に関する経費な

どの 10 項目の経費は区政に関する調査研究に資するために必要とする経費

に該当しないと明示された。

（３）  平成 20 年に、政務調査費規程の一部が改正され、政務調査費規則別表で

定められていた「使途基準」をより具体化した「使途基準細目」が定められ

た。

（４）  平成 24 年の地方自治法の一部改正により政務調査費制度が改正され、政

務調査費の名称が「政務活動費」に、交付の目的が「議員の調査研究その他

の活動に資するため」に改められ、政務活動費を充てることができる経費の

範囲を条例で定めることとされた。

（５）  平成 25 年に、政務調査費条例が政務活動費条例に改正され、「政務調査費」

が「政務活動費」に改められ、政務活動費を充てることができる経費が「会

派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議への

参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の

区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」とされ、「使途基準」

に代えて別表で「政務活動に要する経費」として 10 項目（調査研究費、研

修費、広聴広報費、要請陳情等活動費、会議費、資料作成費、資料購入費、

事務費、事務所費及び人件費）の経費が定められた。

また、政務調査費規程が政務活動費規程に改正され、別表で定められてい

た「使途基準細目」が「政務活動に要する経費細目」に改められた。
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３ 判 断

３－１ 監査の基本的な考え方と視点

本件監査に当たっての基本的な考え方と視点は、次のとおりである。

（１） 政務活動費は、会派及び議員が行う「区政に関する調査研究その他の活

動に資する」ことを目的として、必要とする経費の一部を助成するもので

あり、交付の対象、額及び方法並びに充てることができる経費の範囲、そ

の使途の透明性を確保するための方法等については、各自治体がその実情

に応じて制定する条例等に委ねられているものである。

（２） 会派及び議員による政務活動は多岐にわたっており、それに伴い生じる

経費も多様であるので、区では、平成 25 年３月から、政務活動費条例に

おいて、一部その使途の拡大を図り、政務活動費を充てることができる経

費を「会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各

種会議への参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる

活動その他の区民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」と定

めたところである。

（３） 二元代表制を基本とする地方自治制度において、議会は重要な役割を担

っており、議会の自律性やそれを構成する会派及び議員の政治活動の自由

は保障されなければならない。そして、政務活動には執行機関に対する監

視の機能の側面もあるので、執行機関と議会等との抑制と均衡の理念等に

鑑み、会派及び議員がどのような政務活動を行い、そのためにいかなる政

務活動費を支出するかについては、基本的に会派及び議員の自律的判断に

委ねるべきものであると解するのが妥当である。

（４） しかし反面、政務活動費は公金である以上、制度の趣旨に沿った使途の

適正が自律的に確保されなければならず、また、それらを客観的に確認で

きるように透明性を確保することが必要である。このため、政務活動費条

例及び「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条

例施行規則」に加え、区議会による自主的なルールと仕組みが整えられて

きたと認められるが、透明性の確保は、使途が拡大された政務活動費制度

において、より一層求められているといえる。

（５） こうしたことから、政務活動費の支出の適合性については、収支報告書

等の記載から明らかに違反していることがうかがわれるような場合はそ

の疑義を解明する必要があることはいうまでもないが、そうした場合を除

くと、「監査委員を含め区の執行機関が、実際に行われた政務調査活動の

具体的な目的や内容等に立ち入ってその使途制限適合性を審査すること

を予定していない」とした政務調査費についての判例（平成 21年 12 月 17

日最高裁判所判決）は、政務活動費制度においても同様に該当すると解さ

れる。

（６） 以上から、本件監査において、政務活動費の支出については、政務活動

費制度の趣旨を踏まえ、会派及び議員の自律性を尊重することを基本とし、
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政務活動費条例等の規定、判例、議会が自主的に定めた「政務活動に要す

る経費細目（政務活動費規程別表）」等に照らし、また、使途の透明性の

確保の観点にも留意してその適合性を総合的に判断するものとする。

３－２ 項目別判断

    請求人は、措置請求書記載の項目ごとに違法又は不当とする理由を述べてい

る。

そこで、措置請求書記載の５項目（①事務費、②区政報告及び区政報告会に

要した費用、③ホームページ管理料、④ガソリン代及び⑤杉並区議会自由民主

党のチラシの費用）について、請求内容の適否を判断することとする。

３－２－１ 事務費

[請求人の主張要旨]

事務費（①パソコン接続料、②パソコン無線ラン料、③ノートパソコン

無線ラン料、④パソコンソフトリース料及び⑤カラープリンター保守料）

を按分率90パーセントで計上しているが、90パーセントとした証拠書類の

提出はなく、根拠は不明であり、また、議員の活動は多岐にわたり、90パ

ーセントが政務活動とは信じがたい。

「政務活動費支出の基本的な考え方」の按分の原則における「社会通念

上相当な割合による按分」とは２分の１を上限とする割合で適切に按分す

るものであり、50パーセントを超える按分は認められない。

[判 断]

  区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、パソコン、プリン

ター等を使用し、その接続料、保守料等を支出することは、政務活動費条

例別表に規定する「政務活動に要する経費」及び政務活動費規程別表に規

定する「政務活動に要する経費細目」（以下「政務活動に要する経費・同

細目」という。）で事務費として認められており、「政務活動に要する経費・

同細目」等に則して、領収書（これに類するものを含む。以下同じ。）が

提出され、実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違

法又は不当であるということはできない。

本件の事務費については、領収書が提出されており、「政務活動に要す

る経費・同細目」等に基づき、適正に処理されていることが認められる。

そして、当該議員からも、再調査回答において、パソコン及びカラープ

リンターの使用実態について、「パソコンは、区民への区政報告等の送付

のための名簿管理、区政報告会の案内状、礼状及び説明資料の作成、自身

のホームページへの書き込み、区政や施策の研究などのためのインターネ

ットの利用、区民、区議会事務局及び区所管課とのメールのやりとりなど

に使用し、カラープリンターは、これらのパソコンの使用により、プリン

トアウトが必要なデータの印刷も行っている」と具体的に説明されている。
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また、按分率について、「議員活動専用であって政務活動に９割使用して

いる」と説明され、その按分率が相当でないことを疑わせるに足りる具体

的事情も認められない。

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。

なお、請求人は、平成27年度の「杉並区職員措置請求監査結果（平成25

年度政務活動費に関する住民監査請求（その１）～（その３））」の監査委

員の意見・要望において、監査委員は「政務活動費支出の基本的な考え方」

の按分の原則における「社会通念上相当な割合による按分」とは50パーセ

ント程度であると述べていると主張する。

しかしながら、上記の意見・要望においては、「政務活動に要する経費

細目」において「２分の１を上限とする割合で適切に按分するもの」とさ

れている経費（ガソリン代、事務所賃借料等）について、私的活動が相当

程度に混在する場合とそうでない場合との間で按分の上限に差異が設け

られていないことから、私的活動が混在する場合の按分割合の妥当性につ

いて再検討を要望したものであって、請求人が主張するように、監査委員

が「社会通念上相当な割合による按分とは50パーセント程度である」と述

べたものではない。

３－２－２ 区政報告及び区政報告会に要した費用

[請求人の主張要旨]

１ 区政報告に要した費用（①印刷代、②発送事務手伝いに要した人件費

及び③送料）を按分なしで計上しているが、当該区政報告は政務活動費

条例で認められない選挙関係の内容であり、政務活動費から支出するこ

とは認められない。

２ 平成26年11月21日の区政報告会に要した費用（①案内はがき印刷代・

はがき代、②礼状発送費及び③椅子・ストーブレンタル料）を按分80パ

ーセントで計上しているが、当該区政報告会は平成27年４月の選挙に向

けての準備であり、これらの費用は政務活動費条例で認められない選挙

に関するものである。

３ 平成26年11月29日の区政報告会に要した費用（①会場費、②案内はが

き印刷代・はがき代及び③礼状発送費）を按分80パーセントで計上して

いるが、当該区政報告会は石原のぶてる衆議院議員、早坂よしひろ都議

及び小宮あんり都議を招いて行われており、これらは政務活動費条例で

認められない選挙に関する経費である。

[判 断]

  会派及び議員が行う活動並びに区政について区民への報告等を行うた

め、区政報告を作成し、又は区政報告会等を開催し、それらの経費を支出

することは、「政務活動に要する経費・同細目」で広聴広報費等として認

められており、「政務活動に要する経費・同細目」等に則して、領収書（区
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政報告の場合は、領収書及び原本）等が提出され、実態に即して適切に按

分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当であるということはで

きない。

まず、上記の請求人の主張要旨１の「区政報告に要した費用」について

は、いずれも領収書が提出され、印刷代については区政報告の原本が、人

件費については政務活動補助職員勤務報告書が、それぞれ提出されており、

いずれも「政務活動に要する経費・同細目」等に基づき、適正に処理され

ていることが認められる。

そして、請求人は、本件区政報告の内容について、政務活動費条例で認

められない選挙関係の記事であり、政務活動費から支出することは認めら

れないと主張する。

たしかに、会派及び議員の活動の多面性に照らせば、区政報告等によっ

て会派及び議員の活動等を紹介することが選挙の際に役立つこともあり

得るところではあるが、これはいわば副次的な効果というべきものである

ので、専らこれを目的として区政報告等がされているなどの事情がない限

り、このような側面があることのみを理由として区政報告等の経費を政務

活動費から支出することができないと解することは妥当でない。

したがって、区政報告等に選挙活動や後援会活動など明らかに政務活動

でない内容が含まれているとか、専ら選挙活動等のために行われたなどの

具体的事情がない限り、政務活動費から支出することができない経費に該

当するとは認められない。

本件の２件の区政報告（「区政報告Ａ３両面カラー」及び「日々挑戦Ａ

４両面カラー」）には選挙活動や後援会活動など明らかに政務活動でない

内容が含まれているとは認められず、また、当該区政報告は専ら選挙活動

等のために発行されたなどの具体的事情があると認めることはできない。

次に、上記の請求人の主張要旨２及び３の「区政報告会に要した費用」

については、いずれも領収書が提出され、印刷代・はがき代については、

平成26年11月28日支出分の一部を除き、案内はがきの原本が、礼状発送費

については礼状の原本が、それぞれ提出されており、「政務活動に要する

経費・同細目」等に基づき、適正に処理されていることが認められる。な

お、先に述べたとおり、平成26年11月28日の区政報告会案内はがきの印刷

代・はがき代4万4,166円のうちの2万2,486円については、その原本が提出

されていなかったことから、平成28年５月26日に同額が返還されている。

当該議員からも、区政報告会の内容について、「定例会の質問事項と答

弁内容を配布し、改めて、質問と答弁を掘り下げて伝え、質問をいただき、

区の施策に関する解説と質問にお答えし、区議会議員としての活動への思

いを伝えている」と説明されている。また、按分率について、「予定して

いたよりも区政報告の時間が少なくなったため、その割合を考え、80パー

セントで按分した」と説明され、その按分率が相当でないことを疑わせる

に足りる具体的事情も認められない。そして、再調査回答において、当該
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議員から平成26年度以前は毎年区政報告会を実施していると説明されて

いることからすると、専ら選挙活動のために区政報告会を行ったと認める

こともできない。

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。

３－２－３ ホームページ管理料

[請求人の主張要旨]

按分率70パーセントとした根拠が不明であり、また、当該議員の感想や

雑感が多く、政治活動か政務活動とは無関係の内容である。

したがって、政務活動費の按分の原則に基づき、50パーセントを超える

按分は認められない。

[判 断]

  会派及び議員が行う活動並びに区政について区民への報告等を行うた

め、ホームページを作成し、その経費を支出することは、「政務活動に要

する経費・同細目」で広聴広報費として認められており、「政務活動に要

する経費・同細目」等に則して、領収書が提出され、実態に即して適切に

按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当であるということは

できない。

本件のホームページ管理料については、領収書が提出されており、「政

務活動に要する経費・同細目」等に基づき、適正に処理されていることが

認められる。

そして、当該議員からも自身の思い（感想等）が占める部分（30パーセ

ント）を控除して按分率70パーセントとしたとの説明があり、また、その

按分率が明らかに相当でないとは認められない。

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。

３－２－４ ガソリン代

[請求人の主張要旨]

ガソリン購入時の領収書の提出のみで、使用目的及び使用状況が不明で

あり、政務活動に使用したという実態がなく、政務活動費から支出するこ

とは認められない。

[判 断]

  区政に関する調査研究その他の活動を行うに当たり、自動車・バイクを

移動手段として利用し、そのガソリン代を支出することは、「政務活動に

要する経費・同細目」で調査研究費として認められており、「政務活動に

要する経費・同細目」等に則して、領収書が提出され、支出割合の上限の

範囲内で実態に即して適切に按分するなど適正に処理されていれば、違法
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又は不当であるということはできない。

本件のガソリン代については、領収書が提出され、支出割合の上限の範

囲内の按分率50パーセントで計上されており、「政務活動に要する経費・

同細目」等に基づき、適正に処理されていることが認められる。

そして、当該議員からも自動車の使用実態や按分率について、「政務活

動としての使用実態は50パーセントをはるかに上回っており、按分率50パ

ーセントで計上した」と説明され、また、その按分率が相当でないことを

疑わせるに足りる具体的事情も認められない。

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。

３－２－５ 杉並区議会自由民主党のチラシの費用

[請求人の主張要旨]

当該チラシは、面積の約半分が議員らの写真や名前、自由民主党の大文

字で占められ、名前や写真を広く区民に知らせることが目的で、平成28年

２月４日の京都地方裁判所判決にあるように政務活動とは認められず、写

真以外の記事部分をみても、自民党の内容ばかりである。

したがって、按分25パーセントが妥当である。

[判 断]

  ３－２－２で述べたとおり、区政報告については、「政務活動に要する

経費・同細目」等に則して、領収書及び原本が提出され、実態に即して適

切に按分するなど適正に処理されていれば、違法又は不当であるというこ

とはできない。

本件のチラシの費用については、領収書及び当該チラシの原本が提出さ

れており、「政務活動に要する経費・同細目」等に基づき、適正に処理さ

れていることが認められる。

請求人は、名前や写真を広く区民に知らせることが目的で政務活動とは

認められないなどと主張するが、３－２－２で述べたとおり、そのような

効果があったとしても、それは副次的な効果というべきものであり、また、

区政報告は、区民の意見等を収集し、把握する前提としての意義を有する

ものであり、収集等をするためには、議員の住所、電話番号、顔写真等を

掲載することが効果的な場合もあると考えられる。

そして、当該チラシには、選挙活動や後援会活動など明らかに政務活動

でない内容が含まれているとは認められず、専ら選挙活動等のために行わ

れたなどの具体的事情があると認めることもできない。

なお、請求人は、平成28年２月４日の京都地方裁判所判決を違法又は不

当とする根拠としているが、当該判決は集合写真代の支出を違法としたも

のであって、当該議員の説明によると、本件支出には集合写真代は含まれ

ておらず、本件と事案を異にするものであり、当該判決の当事者である京

都市は、平成28年２月16日に大阪高等裁判所に控訴しており、当該判決は
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確定していない。

したがって、本件支出が違法又は不当であるということはできない。

３－３ まとめ

以上のとおり、本件各支出に違法又は不当な点は認められず、本件請求には

理由がないものと認められるので、これを棄却する。

４ 意見・要望

監査の結果を踏まえ、監査委員としての意見・要望を以下に述べる。

（１） 区議会が政務活動費制度の検証と改善を求めるこれまでの監査意見や区長

による制度の適正運用に関する申入れ等を受けて、運用改善についての検討

を進め、「政務活動に要する経費細目」等の見直し、自律的なチェック機能

の充実強化などの取組を行ってきたことは評価することができる。

ただし、なお検討すべき課題があると思われるので、以下、要望する。

  ア 私的活動（使用）が混在する場合の按分の割合（上限）について

    「政務活動に要する経費細目」において、政務活動費の対象となる活動

と選挙活動、政党活動等の対象外の活動とが混在する場合、２分の１を上

限とする割合で適切に按分すると定められている経費があるが、私的活動

が相当程度に混在する場合とそうでない場合との間で按分の上限に差異

は設けられていない。このため、一般的に私的使用が混在する自家用車の

ガソリン代なども、他と同様に２分の１の按分で計上されるケースが見受

けられる。

私的活動（使用）が混在する場合の按分の割合（上限）の妥当性につい

て、再検討されたい。

  イ 按分の割合（上限）が定められていない経費について

    上記アとも関連するが、現行の「政務活動に要する経費細目」において

は、政務活動とその他の議員活動や私的活動が混在する場合の按分につい

て、ガソリン代、事務所賃借料等のように支出割合の上限を２分の１とす

るもののほかは、「実態に即して按分する」、「社会通念上相当な割合によ

り按分する」などとされ、按分の割合（上限）が定められていない。

透明性の向上、区民の理解促進などのため、按分の割合（上限）が定め

られていない経費については、適切な按分の割合（上限）を設定すること、

及び個々の会派又は議員においてそれを超える実態がある場合は、より詳

細かつ合理的な説明を付して、その割合で按分することを検討されたい。

（２） 議長は、調査回答において、「政務活動費の使途については、区民に対す

る説明責任を十分に果たすことがより一層求められており、今後は、政務活

動費がこれまで以上に区民の信頼が得られる制度として確立できるよう、更

なる改善に向けて不断の検証・見直しに努める」との見解を明らかにしてい
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る。

区議会におかれては、今後も、制度の検証と改善を継続的に進めるととも

に、これまでの改善内容を着実に実施し、制度の適正な運用により、議会活

動の活性化、審議能力の充実強化を図るよう期待するものである。



別   紙
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2016年4月13日

杉並区監査委員御中

杉並区議会自民党大熊昌巳議員に対する2014(平成26)年度政務活動費に関する措置請求書

地方自治法第242条第１項の規定により、別紙事実証明書を添え、必要な措置を請求します。

１、請求の趣旨、理由及び事実証明書

別紙の通り

２、請求人

   ａ

   ｂ

   ｃ

   ｄ

   ｅ

   ｆ

   ｇ

別紙１－１
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〈請求の趣旨〉

杉並区議会自民党大熊昌巳議員の2014(平成26)年度政務活動費収支報告書・出納簿を検討し

たところ、法令等に反する 764,687円の違法・不当な支出があることが判明した。大熊昌巳

議員に対して速やかに返還を求めるよう杉並区長に勧告することを求める。

〈請求の理由〉

請求の趣旨に記載した 764,687円について、これが違法・不当であり返還を要する理由は以

下のとおりである。

１、事務費の 124,749円について

按分率を90％と計上しているが、９０％とした証拠書類の提出はなく、根拠は不明であ

り、「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（以下、条例

と書く）」の11条透明性の確保に違反する。事務費のうちのすべてか、あるいはすくな

くとも５０％程度は政治的活動に要した経費であることは明白である。

２、区政報告、区政報告会に要した費用455,623円について

この支出は「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取り扱いに関する規定」

第２条の政務活動に要する費用として認められない選挙活動・政党活動に関する経費で

ある。

３、ＨＰ管理料の費用の64,800円について

ＨＰ管理料の費用の按分率を70％としているが、根拠が不明である。

内容をみれば政治活動か政務活動とは無関係の内容である。あるいは仮に政務活動に資

する部分があるとしても５０％を超えることはない。

４、ガソリン代合計44,515円について

ガソリン購入時の領収書の提出のみで、使用目的、使用状況が不明であり、政務活動に

使用したという実体がない。

５、自民党討議資料の費用75,000円について

按分なしで計上しているが、紙面全体からすると「政務活動費支出の基本的な考え方」

の按分の原則に反する。紙面の５０％にあたる写真の部分は自民党議員の顔写真で占

められていて、政党活動のための経費であり、政務活動とはいえない。他の記事の部

分は仮に政務活動に資する部分があるとしても経費の５０％を超えることはない。
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〈事実証明書〉

１、事務費について、124,749円の返還を求める。

大熊議員は調査するためのツールに要する費用を按分比 90％として 280,678円を政務

活動費から支出した。これらのツールの使用について、大熊議員からは契約書の提出は

一切ない。使用状況も不明である。

内訳

○パソコン接続料90％ 60,951円

4月分4914円＋5054円×7か月（5、6，7，9，10，11，12月の7か月）＋8月分5049

  円＋5200円×3ヶ月（1～3月の3ヶ月） ＝60951円

＜接続料とは何なのか。契約書の提出を求める。＞

○パソコン無線ラン料 90％ 3110円×11か月＝34210円

（4，5，6，7，8，10，11，12，1，2，3月の11か月）

＜無線LANとは何なのか。契約書の提出を求める。＞

○ノートパソコン無線ラン料90％ 3591円×7か月＝25137円

   （9，10，11，12，1，2，3月の7か月）

＜無線LANとは何なのか。契約書の提出を求める。＞

○パソコンソフトリース料90％ 5832円×11か月＝64152円

      （4，5，6，7，8，10，11，12，1，2，3月の11か月）

＜どのソフトリースしているのか、具体的に示すことを求める＞

○カラープリンター保守料90％ 8748円×11か月＝96228円

       （4，5，6，7，8，10，11，12，1，2，3月の11か月）

＜カラープリンターは区議会から自民党会派に貸与されている。もしくは、コンビニエ

ンスストアでも使用出来る。それなのに、わざわざ自宅に月極めで契約設置する必要性

はない。必要性の説明を求める。また、どの資料をコピーしたのか、提出を求める。保

守料96228円を仮にコンビニエンスストアでコピーするとＡ３用紙1枚80円ならば約

1200枚、Ａ３以外の用紙1枚50円ならば約1900枚のコピーができる。大熊議員の区政報

告は全て印刷屋に出して、かかった費用は政活費から支出しているので、自宅にあるカ

ラープリンターでコピーした現物の提示を求める。＞

条例第11条（透明性の確保）「政務活動費の適正な運用を期すとともに、使途の透明性

の確保に努める」と明記しているように、使用状況を明らかにしないまま、事務費に多

額の政活費を使用することは条例違反である。

特にパソコンソフトリース料やカラープリンター保守料に多額の政活費を使用してい

るが、この金額は毎年、機材を購入できる金額である。実際に他の議員は按分５０％で
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これらを購入し、所得税法上の耐用年数に基づいて、数年に１度の買い替えを行ってい

るのが現状である。区議会事務局から区議に対し配布された「政務活動費の支出に関す

る事務処理について（平成２６年度版）」の冊子P10に「パソコンの耐用年数は４～５

年」と書いている。

他の議員が数年に１度買い替える費用と、大熊議員が毎年リース料等で払う金額が大体

同程度である。費用の面からいえば、毎年新しいパソコン等を購入した計算になるので、

これは地方自治法第２条14項に違反する。

按分は全て90％であるが、根拠となる説明は不十分である。

大熊議員は「ノートパソコンのリース代について意見」を書き、領収書とともに提出し

た。

  平成26年9月30日整理番号１１ ノートパソコン無線ランについて

新規にノートパソコンをリースし、その使用の為のインターネットの接続料です。

按分については、従来のパソコン諸費用と同じく10分の９にしました。

根拠は、インターネットの使用が政務活動に限定され、私用の為の使用は一割に満たな

いと判断しております。

以上が大熊議員の説明である。客観的な根拠となる資料の提出をしないで、大熊議員の

意見だけを根拠に按分 90％と決定した。議員の活動は多岐にわたり、90％が政務活動

とは信じがたい。

例として自民党の大和田伸議員、富本卓議員はコピー機リース料を払っている。コピー

機のリース料について政活費から支出することには議論のあるところだろうが、両議員

とも按分は50％である。

  

「政務活動費支出の基本的な考え方」の按分の原則では

「政務活動費の支出に当たっては、調査研究活動とそうでない部分とを合理的に区分す

ることが困難である場合には、社会通念上相当な割合による按分をして、政務活動に資

するために必要な費用の金額を確定しなければならない」と、明記している。

監査委員は政活費の対象となる活動と対象外の活動が混在する場合は、 「２分の１を上

限とする割合で適切に按分するもの」と述べている。

   〈杉並区職員措置請求監査結果（平成25年度政務活動費に関する住民監査請求そ  

の1～その3）〈以後、25年度監査結果書と記す〉のP35〉

上記からわかるように「社会通念上相当な割合による按分」とは 50％程度だと、議員  

の自主性に任せるという監査を８年間に言い続けてきた監査委員でさえ、言っているの
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である。

大和田・富本議員は按分 50％である。大熊議員から按分 90％とする客観的根拠が明示

されない限り、この支出は認められない。

また、根拠もなく自分の意見だけで按分を 90％に決定し、支出することは、大熊議員  

の公金に対する姿勢が問われるところである。

大熊議員は按分 90％で280,678円を支出したが、この額の 50％に相当する額は155,929

円である。よって280,678円－155,929円＝124,749円の返還を求める。

２、区政報告、区政報告会に要した費用について455,623円の返還を求める

内訳

Ａ、「大熊昌巳 杉並区議会・自由民主党 区政報告」に要した費用

               添付資料Ⓐ「区政報告Ａ３」とⒷ「区政報告Ａ４日々挑戦」

下記に詳細を書くが、内容が条例で認められない選挙関係の記事で、按分もなく100％

を政活費から支出した。

＊８月26日区政報告印刷代4000枚81823円について

按分なしで100％を政活費から支出

領収書綴りに「区政報告Ａ３両面カラー」と「日々挑戦Ａ４両面カラー」が提出してい

るが、発行期日の記載がない。発行期日をはっきりさせるべきである。

「区政報告Ａ３両面カラー」には

大熊昌巳 杉並区議会・自由民主党、区政報告と書き、大熊議員の写真がある。

その下に小さい字で「区議会議員として公正な活動をする為に、公職選挙法を遵守して

参ります。政務活動費を適正に活用し区政報告をお届けします」と書いてあるが、内容

は選挙活動のための区政報告である。

「区政報告Ａ３」は、書き出しから大熊議員の選挙活動である。

お世話になります。杉並区・区議会議員の 大熊 昌巳 です。～略～

早いもので、私の、区議会活動は２期８年目を迎えております。

来年の４月には３回目の統一地方選挙を迎えます。

地域の皆様より更なるご親任を承ることが出来る様、全力で区議会活動に邁進して参る

所存です。以下、略

「区政報告Ａ３」は、内容は、大熊議員自身の3回目の選挙のための広報活動であり、  

条例等で認められない支出であり、政務活動に要する経費・同細目で禁止されている経

費である。
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「日々挑戦Ａ４両面カラー」の内容は大熊議員のプロフィール、区議会職歴等で大半を

占め、条例の趣旨に反する支出である。

大熊議員がご丁寧に「区議会議員として公正な活動をする為に、公職選挙法を遵守して

参ります。政務活動費を適正に活用し区政報告をお届けします」と、区政報告紙面に書

いたのだから、公職選挙法や条例に違反する恐れのある支出は、認められない。また、

大熊議員も法令を遵守し、責任を持って返還すべきである。よって8月26日の区政報

告印刷代4000枚81823円の返還を求める。

＊区政報告書配送事務手伝いに要した人件費（時給900円）合計21,825円

  Ａ氏へ8100円、Ｂ氏へ13,725円

Ａ氏への支払

8月22日の3時間＋27日の2.5時間＋9月1日の3.5時間＝合計9時間

       時給900円×9時間＝8100円

Ｂ氏への支払

8月22日の3時間＋23日の3.25時間＋27日の0.5時間＋9月1日の3.5時間＋2日の

3時間＋3日の2時間＝15.25時間

      時給900円×15.25時間＝13,725円

区政報告が条例で認められない選挙活動に関する内容なので、それに伴う人件費合計

21,825円の返還を求める

＊送料合計136,340円

9月2日区政報告送料1711通119,317円

9月3日区政報告送料 244通 17,023円

選挙関係の内容にもかかわらず、按分無し、費用の100％を支出することは認められな

い。よって送料代合計136,340円の返還を求める。

「大熊昌巳 杉並区議会・自由民主党 区政報告」に要した費用は上記の理由により

8月26日区政報告印刷代4000枚81823円

区政報告書配送事務手伝い人件費合計21,825円

送料代合計136,340円、

以上の総合計81823円＋21,825円＋136,340円＝239,988円の返還を求める

Ｂ、11月21日自宅でテントを張って行った区政報告会に要した費用

＊10月28日区政報告案内はがき印刷80％ 75366円

740枚のハガキの原稿作成、裏表印刷代、52円の送料でかかった費用94,208円の按分

80％75366円を政活費から支出した。内容は「来年四月、私は、三回目の統一地方選挙  
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に挑戦を致します。・・この度は、狭い処ですが自宅側にテントを張り会場を設け、区

政への思いをお伝えさせて頂きたいと存じます。・・」と、選挙に向けての準備であり、

政活費からの支出は条例等に違反する経費である。

ハガキの印刷は740枚あるが、大熊議員の自宅にテントを張り、会場設営したことは何

人の参加を見込んだのだろうか。大熊議員の自宅はどれほどの広さか。当日、大熊議員

が用意した椅子は50脚である。

多くの議員は、区政報告会を、近隣の区民センターなどを利用している。しかし、大熊

議員はわざわざ、衆院解散の日に、人見街道に面した自宅の庭にテントを設営して区政

報告会を行った。自宅でテントを張って区政報告会をやらなければならない理由があっ

たのだろうか。

＊11月24日区政報告礼状発送費＠82×71、80％  4657円

11月21日の区政報告会参加お礼の発送費である。

礼状の文面
御  礼

日々、寒さが増しております。

１１月２１日に行いました、区政報告会にご参集を賜り心より御礼申し上げま

す。

午後７時、屋外のテント仕立てでの会場、寒さにも関わらずご参集賜りました

事に重ねての御礼を申し上げます。

当日は、衆議院の解散総選挙と騒がしい一日になりました。

私は、区議会開催中の為、総選挙の補正予算を議決するなどの日程が重なり、

皆様へのご挨拶に不備な点が多々あったのではと反省を致しております。

皆様のご親任を頂き、２期８年の区議会活動の間、様々な議会活動を経験し、

地域の皆様から頂いたご親任があればこその経験を積み重ねる事が出来ました。

私の人生において、私自身が想像する事の出来なかった貴重な経験を皆様に与

えて頂いた事に感謝致しております。

議会活動においては、地域の代弁者として、地域の声が反映される区政を求め、

地域の安心と安全そして健康を築く事を理念として参ります。

私が、生まれ育ち暮らし続けて来た久我山の地の上に立ち、皆様にお伝え致し

た所信を忘れる事無く、寒い中で皆様に頂いた温かい拍手に込められた思いを

忘れる事なく、今後も、精一杯、一生懸命、議会活動に邁進して参る所存でお

ります。

皆様には、感謝、感謝の思いで一杯です。

心からの御礼とさせて頂きます。

平成 ２６年 １１月 吉日

杉並区 区議会議員    大熊 昌巳
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2014（平成26）年11月の新聞は「安倍首相が解散を表明するのはいつか」という記事が

多い。11月19日はどの新聞も一面は「21日衆院解散」の記事である。

衆院の解散が決まり、さらに杉並区議会開会中に、自宅にテントを張って区政報告会を

行う目的は何か、明らかにすべきである。

このころは天候が不安定であった。前日の11月20日は雨で最高気温11.6度、最低気

温6.9度の非常に寒い日であった。

当日の21日は晴れであったが、夜になり最低気温は7.8度であった。わざわざ杉並区

議会開催中に、天候が心配な屋外で区政報告会を行う理由は区民には理解されない。

なお、この時期の決算区議会に上程された補正予算に大熊議員は、何らかの意見を述べ

たのだろうか。

＊11月29日支払いの自宅区政報告会椅子・ストーブ、レンタル料 80％、64800円

自宅で区政報告会を行うため、府中市の「みよし」（電話で問い合わせると店員は「葬

儀関係のレンタルショップです」と答えた）からパイプ椅子50脚（1脚500円）大型

ジェットヒーター2台（1台25,000円）＋消費税合計81,000円の按分80％を政活費か

ら支出した。

11月21日の区政報告会に要した費用

はがき印刷代等 75366円＋礼状発送費 4657円＋椅子・ストーブ、レンタル料 64800

円の総合計は条例で認められない選挙に関する経費なので144,823円の返還を求める。

Ｃ11月29日八幡山ミハタホール（ダンスホール）での区政報告会に要した費用

大熊昌巳議員（自民党）区政報告会としているが、衆議院選挙公示3日前に

石原のぶてる衆議院議員・早坂よしひろ都議・小宮あんり都議参加

会場費、案内発送、礼状発送等の費用を政活費から支出

衆院選公示 3 日前に大熊議員は上高井戸のダンスホールで石原のぶてる衆院議員を招

き、区政報告会を行い、費用を政活費から支出した。

＊出納簿には11月25日区政報告会会場費上高井戸会場  80％ 23760円と、書いてあ

るが、実際は「11月29日ミハタホール利用代13：0O～20：00」である。

不動産／レンタルスペース

三幡商事株式会社／ミハタホール

八幡山で45年不動産のことならお気軽にご相談下さい。大家さん募集中！

ミハタホールは、ダンスレッスンに最適。各種教室・プライベートイベントに1時間か

らレンタル可能。長テーブル、パイプ椅子の用意も出来ます。教室開設応援制度あり、

時間料金何でもご相談下さい。
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インターネットでミハタホールを検索すると上記のように書いてある。

ダンスレッスンに最適なホールを7時間利用して、石原のぶてる・早坂よしひろ、小宮  

あんり議員を招いて区政報告会を行った。これは条例で認められない選挙に関する経費

である。

＊11月28日区政報告案内はがき代・印刷代1280枚80％ 44166円

（11月29日の案内なので、請求書は11月10日に来ている） 按分80％にして計上し

ているが実際はミハタホールでの区政報告会の案内で、条例等で認められない選挙に関

する経費である。

＊12月5日区政報告礼状発送費＠82×44 上高井戸分80％ 2886円

大熊議員の礼状

御  礼

日々、寒さが増しております。

１１月２９日に行いました、区政報告会にご参集を賜り心より御礼申し上げま

す。

報告会間際まで雨が降っており、足元が悪い中をお運び頂きました事に、重ね

て御礼を申し上げます。

当日は、石原のぶてる代議士を初め、早坂よしひろ都議、小宮あんり都議のご

挨拶に、衆議院選挙と私自身が来年挑戦する統一地方選挙の話題が多くなって

しまい、皆様へ区政についてお伝えする時間が少なくなってしまった様に感じ

ております。

つたない区政報告でありますが、皆様に、もう少しお伝えさせて頂きたい事も

ございました。

しかし、それは、次回の区政報告会までの宿題とさせて頂き、その間に、充実

した区政報告会が行える様、勉強を重ねたいと存じます。

私は、２期８年の区議会活動の間、皆様から頂いたご親任があればこその経験

を積み重ねる事が出来ました。

私の人生において、私自身が想像する事の出来なかった貴重な経験を皆様に、

お与え頂き感謝を致しております。

今後も、地域の代弁者として、地域の声が反映される区政、地域の安心と安全

そして健康を築き、緑を配したまちづくり、穏やかな区民生活を理念と致して

参ります。

寒い中を、ご参集頂いた皆様のお心を大切に、会場で皆様から頂いた温かいお

声掛けを忘れる事無く、今後も、精一杯、一生懸命、議会活動に邁進して参る

所存でおります。

皆様には、感謝、感謝の思いで一杯です。

心からの御礼とさせて頂きます。

平成 ２６年 １２月 吉日

杉並区議会議員 大熊 昌巳
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当日は、石原のぶてる代議士を初め、早坂よしひろ都議、小宮あんり都議のご挨拶に、

衆議院選挙と私自身が来年挑戦する統一地方選挙の話題が多くなってしまい、皆様へ区

政についてお伝えする時間が少なくなってしまった様に感じております。

大熊議員自身が書いているように、区政報告ではなく、選挙の話が多かったということ

である。これは条例等で認められない選挙に関する経費である。

11月29日八幡山ミハタホールでの区政報告会に要した費用

区政報告会会場費上高井戸会場（ミハタホール） 23760円

案内はがき代・印刷代1280枚 44166円

礼状発送費 2886円、

総合計23760円＋44166円＋2886円＝70,812円は条例で認められない選挙に関する経

費なので返還を求める。

３、ホームページ管理料に要した費用の、64,800円の返還を求める。

ホームページ管理料の按分70％、月18900円×12か月＝226800円を政活費から支出。

              添付資料、大熊議員のＨＰⒸ「熊さんの区政報告」13ページ

                          Ⓓ「熊さんの一言」22ページ

大熊議員のＨＰをみると、「熊さんの区政報告」と「熊さんの一言」がある。

「熊さんの区政報告」の更新回数は10回

2015年3月27日 地域の安心安全

  （統一地方選挙の首長選挙・・私は・・選挙で3期目を目指します・・・）

2014年12月23日 区民スポーツ

  11月7日 電線類の埋設・無電柱化

  10月13日 決算特別委員会が終了しました。

  9月13日 一般質問

  9月6日 杉並区議会・第3回定例議会と25年度・決算委員会

  8月8日 ふるさとの塊

  7月12日 複合施設

  6月15日 議会が終わって

  5月4日  静岡県南伊豆町に特養ホーム整備  以上が「熊さんの区政報告」

「熊さんの一言」の更新回数は25回

2015年3月20日  涙

     3月11日 ３・１１

  2月15日    （題は記載されていない）
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    2月6日  迷っていました。

    1月6日  新年のご挨拶

2014年12月31日  大晦日

   12月27日  御用納め

   12月13日 総選挙を通して。

     12月4日 差し出し人様のお名前が無い封筒が届きました。

  11月22日 衆議院解散

  11月5日 一ヶ月が過ぎました。

   10月5日 雨と涙

   9月6日 総合震災訓練

  8月17日 48時間後

8月3日  ラジオ体操

  7月23日  農業委員会

     7月10日  まちづくり

   6月30日  区長選挙・区議会補欠選挙

     6月18日  ビワの木

  6月13日  平成26年・第2回定例区議会終了

6月8日  原点

  5月22日 第2回定例区議会

   5月3日  ゴールデンウィーク

  4月17日  桜の次はリンゴの花

     4月6日  お花見       以上が「熊さんの一言」

上記のホームページ管理料に要した費用の按分70％ 18900円×12か月＝226800円

を政活費から支出した。

政活費は議員の調査研究に必要な経費の一部である。全文を読んでみたが、按分70％

とした根拠が不明である。また、調査した内容というより、大熊議員の感想、雑感が多

かった。議員のなかにはＨＰをよく更新しているがＨＰ代を計上していない議員もいる。

大熊議員のＨＰの内容を厳密に検討する必要があるが、今回は政活費の按分の原則に基

づいて、50％以上は認められない。按分なしでＨＰにかかった費用は27000円×12か

月＝324,000円である。按分50％にすると162,000円である。政活費から支出した

226800円から162000円の差額、64,800円の返還を求める。

４、ガソリン代合計44,515円（約585 ℓの50％＝約292ℓ）の返還を求める。

大熊議員はガソリンを購入した時の領収書を政活費の領収書等貼付用紙に貼ってあるだけ

である。大熊議員のガソリン購入は下記のとおりである。
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4月 4/2，2242円（28 ℓの50％）      4/7，1453円（28 ℓの50％）

5月 5/3，2251円（29 ℓの50％）     5/20，2119円（26 ℓの50％）

6月 6/16，2260円（27 ℓの50％）    6/27，1683円（20 ℓの50％）

7月 7/15，2074円（25 ℓの50％）   7/31，2050円 （25 ℓの50％）

8月 8/16，2000円（24 ℓの50％）    8/29，2363円（29 ℓの50％）

9月 9/14，2178円（26 ℓの50％）

10月 10/16，2385円 （30 ℓの50％）   10/31，2143円（28 ℓの50％）

11月 11/9，2014円（27 ℓの50％）    11/24，1924円（26 ℓの50％）

12月 12/9，2063円（28 ℓの50％）    12/21，1895円（28 ℓの50％）

1月 1/14，1909円（29 ℓの50％）1/23，1866円（28 ℓの50％）1/30，1965円（30 ℓの50％）

2月 2/13，1763円 （27 ℓの50％）

3月 3/1，1915円（28 ℓの50％）

ガソリン使用の説明もなく、一時駐車場利用料金も一度もない。大熊議員は購入したガソ

リン代の50％を、即、政活費（税金）で支払ったが、使用目的、使用状況の不明なガソリン

代を政活費で支出することは認められない。大熊議員は政活費で使用したガソリンは按分し

て約292ℓとしているが、1ℓで10㎞走行が可能である車であれば、2920㎞走ったことになる。

1ℓで20㎞走行が可能な車であれば、5840㎞走ったことになる。約2920～5840㎞という長距離

を走行可能なガソリン代に対し領収書を提出するだけで、政活費＝税金からの支出として認

めることはできない。大熊議員の公金に対する姿勢は余りにも杜撰である。ガソリン代

44,515円の返還を求める。

５、「杉並区議会自由民主党／私たちは杉並区の専門家です」のチラシの費用について

添付資料Ⓔ「杉並区議会自由民主党 私たちは杉並区の専門家です」のチラシ

自民党区議がＡ３版両面カラー刷りのチラシを、1月28日、120万円の費用をかけて印

刷した。表面の約半分は自民党杉並区議１２人の集合写真である。裏面の半分以上は、  

１２議員の一人一人の写真と現在の役職、住所、電話番号で占めている。討議資料と

しているが、区民から見れば「討議資料」ではなく、3か月後の区議会議員選挙に向け

ての自民党の宣伝ビラにしか見えない。

2016年2月4日、京都地裁で以下のような判決が出た。

政務調査費返還訴訟
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  自民会派と１５人に２０８０万円返還命令 地裁 ／京都

・ 京都府

京都市議会の２００９年度政務調査費の使途が条例に基づく基準に違反していると

して、市民団体「京都・市民・オンブズパースン委員会」のメンバーが門川大作市長に

対し、２会派と現職市議８人と元議員７人の計１５人から計約５２００万円を返還させ

るよう求めた訴訟の判決が４日、京都地裁であった。神山隆一裁判長は、自民会派と１

５人から計２０８０万円の返還を求めるよう門川市長に命じた。

市民団体が目的外支出と主張したうち、職員雇用のため支出した「人件費」について、

神山裁判長は「専ら政務調査活動を行う職員として雇用されているとは認められない」

とし、「事務所費」についても「使用実態は明らかではない」などと指摘。市会が定め

た各費用の５０％を超える公金支出は違法とした。

また、自民会派が広報誌に掲載した市議の集合写真についても「政務調査以外の活動

や宣伝が目的」として写真代約４万円全額を違法支出などと認定した。

以上は毎日新聞2016年2月5日 地方版より

「杉並区議会自由民主党／私たちは杉並区の専門家です」のチラシの作成のためにかかっ

た費用印刷代１２０万円を一人当たり10万円の負担とした。自民党区議12人のうち8

人が負担分の10万円を按分なしで、合計80万円を政務活動費から払った。しかし、12

人の自民党議員のうち4人の議員が、政活費からチラシ作成費を支出していない。
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自民党区議１２人のうち、政務活動費でまかなった８人の議員は・大熊昌巳 ・今井ひ

ろし・大和田伸・小泉やすお・富本卓・はなし俊郎・脇坂たつや・吉田あい議員である。

政務活動費は政治活動や選挙活動、政党活動には使えない。切り分けが難しい場合は按

分して分ける努力をするのが原則である。

京都地裁の神山隆一裁判長は、

〈自民会派が広報誌に掲載した市議の集合写真についても「政務調査以外の活動や宣伝

が目的」として写真代約４万円全額を違法支出などと認定した。〉

8人の自民党議員は、按分なしで費用を政活費から支出したが、チラシは、面積の約半

分が議員らの写真や名前、「自由民主党」の大文字で占められ、名前や写真を広く区民

に知らせることが目的で、判決にあるように「政務活動」とは認められない。

また、チラシ作成費用には、自民党議員の活動や宣伝を目的とした集合写真等の代金も

含まれているだろう。これらの費用は、京都地裁の判決で、違法な支出と認定された。

写真以外の記事部分をみても、3か月後の区議選に向けて、自民党の内容ばかりである。

つまり、写真やタイトル部分は１００％政治的な活動である。記事の部分の５０％が政

治的活動とみるべきだろう。結論として、按分２５％が妥当ではないか。議員ひとりの

支出上限は２万５０００円である。よって大熊議員に対し、75000円の返還を求める。

                                      以上
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別紙２

28 杉議会第 130 号

平成 28年 4月 28 日

抗弁書

監査委員あて

区議会事務局長

北風 進

１ 政務活動費（旧政務調査費）の法制化の経緯等

政務調査費は、平成 11 年 7月に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に

関する法律」（平成 11年法律第 87号）が成立し、地方公共団体の自己決定権、自己責

任が拡大したことに伴い、議会機能の充実強化を図る必要があることから、平成 12年

5 月 24 日「地方自治法の一部を改正する法律案」として可決、成立した（平成 12 年

法律第 89 号）。この改正により、「普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、

その議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部として、その議会における

会派又は議員に対し、政務調査費を交付できる。この場合において、当該政務調査費

の交付の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければならない。」（地方自治法第

100 条第 14 項）とされ、当区では、平成 13 年 3月 23 日に「杉並区議会の会派及び議

員に対する政務調査費の交付に関する条例（以下「条例」という。）」を定めた。

杉並区議会では、条例制定時から出納簿（平成 18年度分までは写し）を収支報告書

とあわせ議長に提出し、区民が閲覧できるよう対応し、また平成 18 年 12 月には政務

調査費の収支報告の際に領収書その他の証拠書類を添付する条例改正を全議員の総意

により行い、以後、使途基準の明確化と透明性の確保を順次図ってきている。

平成 24年 9月には地方自治法の一部が改正され、政務調査費の名称を「政務活動費」

に、交付目的を「議員の調査研究その他の活動に資するため」に改め、政務活動費に

充てることができる経費の範囲を条例で定めることとし、また、議長は、政務活動費

については、その使途の透明性の確保に努めることとされた。（平成 25 年 3 月 1 日施

行）

これを受け、当区議会においても、平成 25 年 2月に条例の一部を改正し、題名及び

本文中の「政務調査費」を「政務活動費」に改め、政務活動費を充てることができる

経費を「会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議へ

の参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福

祉の増進を図るために必要な活動に要する経費」とし、別表で「政務活動に要する経

費」として具体的な経費区分を定めた。

また、議長は必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適正な運用を期すとともに、

使途の透明性の確保に努めるものとすると規定している。
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２ 請求人の主張に対する見解等

政務活動とは、会派・議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種

会議の参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区

民福祉の増進を図るために必要な活動を言い、政務活動費として交付するに当たって

は、こうした活動に必要な経費の一部として、政務活動に要する経費の範囲内で支出

されなければならないことは当然のことである。

また、会派・議員においては、その一部が公費として負担される以上、コスト意識

をもって活動を行う必要があるとともに、当該経費の使途の透明性を確保し、区民に

対して説明責任を果たすことが求められていることは、十分に認識しているところで

ある。

しかし一方で、どのように活動するかは、政務活動の主体である会派・議員の自律

的判断に委ねられているものである。また、当該活動の一部に政務活動以外の活動が

混在する場合、どの程度の割合が政務活動に当たるかといった判断についても、会派・

議員の活動の実態に照らして自ら判断し、その判断は、説明責任を果たすことを前提

に尊重されるべきものであると考える。

（１） 按分について

区議会では、一の経費のうちに政務活動に要する経費及びその他のものが含まれると

きは、政務活動に要する経費相当額を区分することを「杉並区議会の会派及び議員に対

する政務活動費の取扱いに関する規程（以下「規程」という。）」第2条第2項により定め

ている。この他に、各支出の按分上限を明示した政務活動に要する経費細目も定めてい

るが、これは平成19年度の検討会において、区議会の会派・議員の活動の実態を勘案し

たうえで弁護士や公認会計士等の有識者からの意見を反映させ、議会全体が遵守する基

準として定めたものである。この政務活動に要する経費細目で定めていない経費につい

ては、その必要性と区分する場合の按分割合は、自身の活動の実態に即して当該会派・

議員が判断している。この判断については、会派・議員の説明が必要であり、明らかに

議会活動への反映・寄与の程度の割合が相当でないと認められる場合を除き、経費とし

て認めるのが妥当である。

そもそも会派・議員の活動は、政務活動とそれ以外の活動が混在しているケースが多

く、実務上合理的に経費を区分することが困難である場合が多い。この場合には、個々

の活動の実態に即した按分率により判断することが、判例や他議会の動向からみても、

最も妥当な方法であると考える。

（２） 事務費について

  今日では、パソコンとインターネット環境の利用は、会派・議員の活動における必需

品である。前述のとおり、会派・議員がどのような政務活動を行い、そのためにいかな

る政務活動費を支出するかについては、基本的に会派・議員の自律的判断に委ねられて

いるものである。また、会派・議員の活動は政務活動とそれ以外の活動が混在している

ケースが多く、実務上合理的に経費を区分することが困難である場合が多い。この場合
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には、個々の活動の実態に即した按分率により判断することが、最も妥当な方法である

と考える。

  請求人が指摘する大熊議員が計上したパソコン接続料等の事務費については、当該議

員からも使用実態等の説明がなされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しな

い適正な支出と判断できる。

（３） 区政報告について

  区政報告の発行など区政に関する情報を区民に提供する経費は、政務活動に要する経

費で定める広聴広報費に該当し、会派・議員の調査研究活動、議会活動及び区の施策を

区民に報告・PRするために必要なものである。平成21年9月17日の名古屋高裁判決では、

「市民の意見を収集、把握することは議員の調査研究の一つとして重要であり、調査研

究活動、議会活動及び市政に関する政策等を市民に知らせることは、市政に対する市民

の意思を的確に収集、把握するための前提として意義を有するものということができる

から、こうした広報のために支出した費用も市政に関する調査研究に資するため必要な

費用として、政務調査費の使途基準に適合するものと解される。」と示している。このこ

とからも、区議会での質疑や区政全般に関することを区民に知らせることにより、区民

意見の収集、把握につながり、その結果、区政の課題や問題点を認識するための政務活

動に資すると解することができる。

また、政党活動や後援会活動など、議員の審議能力を強化することにより地方議会の

活性化を図るという政務活動費の趣旨に適合しない部分は、原則紙面の面積等に占める

割合等で区分することにより、合理的な支出が可能である。

ただし、平成20年9月5日の東京地裁判決では、「なるべく多くの区民に広報紙に対する

関心を持ってもらい、読んでもらうための1つの手段として、本件会派が行う議会活動及

び区政に関する政策等以外の記事を掲載し、当該記事に係る経費に政務調査費を充てる

ことも、それが合理的な範囲にとどまる限り許されるものと解するのが相当。」と示され

ていることから、紙面の一部にエッセンスとして加える政務活動以外のお知らせや連絡

先、文章の書き出しに使用する一般的な儀礼的文言、写真などについては当該広報紙の

主たる内容には当たらず、かつ合理的な範囲内であれば、詳細に区分せず政務活動費で

支出できるものと解することができる。

また、会派・議員が行う活動及び区政について区民への報告等を行うため、区政報告

会等を開催し、その経費を支出することは政務活動に要する経費で定める広聴広報費又

は会議費として認められている。政務活動に要する経費細目等に則して、領収書が提出

され、実態に即して按分するなど適正に処理されていれば、不適切とする理由はない。

なお、請求人が指摘する自民党討議資料の費用について、京都地裁の判決を引用して

いるが、京都地裁の事案は集合写真代であり、自民党討議資料の費用の中には集合写真

代は含まれておらず、京都市会事務局に確認したところ、判決も確定していない。

  請求人が指摘する大熊議員が計上した区政報告、区政報告会及び自民党討議資料に要

した費用については、当該議員からも区政との関連性や調査研究の実質があることが説

明されており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断できる。
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（４） ホームページ管理料について

ホームページは、会派・議員が区民に対して活動内容などを報告するのに、非常に有

効な広報手段の一つである。情報を提供する媒体を常時設ける必要性があることを総合

的に判断すると、公式サイト等の維持管理等に要する経費は政務活動費制度の趣旨から

逸脱しているものとは言えない。政務活動に要する経費細目では、「ホームページの作成

及び維持管理経費は、実態に即して按分すること」と規定しており、会派・議員の自律

的な判断に基づき、実態に即して適切に按分されていれば、不適切とする理由はない。

請求人が指摘する大熊議員が計上したホームページ管理料については、当該議員から

も説明がなされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断

できる。

（５） ガソリン代について

自動車を政務活動に伴う移動手段として利用する場合、有料道路通行料や現地での駐

車料金のほか、ガソリン代や月極駐車場の賃料を政務活動に要する経費の範囲内の支出

として認めている。このうち、月極駐車場賃料と宿泊を伴わない用務に使用する場合の

ガソリン代については、一般的に政務活動以外の用途も含まれると考えられ、かつ、合

理的な経費の区分が困難な支出であるため、経費の2分の1の額を上限として政務活動費

の対象とすることを政務活動に要する経費細目で規定し、目的や理由の説明は特段求め

ていない。これらの経費については、平成19年2月9日の札幌高裁判決で「調査活動の市

政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性等も極めて広範な裁量の下に行わ

れるものであると認められる。」と判断されていることから、個別に按分割合の合理性・

妥当性を求めず、広範に認めることが望ましいと考えられるが、区民に誤解を招くよう

な支出に関しては、説明が必要であると考える。

請求人が指摘する大熊議員が計上したガソリン代については、当該議員からも説明が

なされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断できる。

なお、平成27年度の「平成25年度政務活動費に係る監査結果」における意見・要望を

踏まえ、平成27年度の調査検討委員会で検討した結果、平成28年度からは、ガソリン代

（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン代を除く）は議員一人当た

り月額5千円を限度とするとしている。

３ 平成28年度からの取組

区議会では、政務活動費の適正な運用の確保について、これまでも不断の見直しに努

めてきたが、平成 26年度には、他自治体議会議員による不正支出（計上）の発覚などに

端を発し、この制度に対する信頼は大きく揺らいだところである。当区においても、監

査委員や区長から議長に対して区民の納得と信頼が得られる制度の確立を求める要望が

出され、以前にも増して、議員の自律と説明責任が求められていることから、議員一人

ひとりの意識も変えていく必要があるものと考えている。

そこで、政務活動費の適正な執行の確保により一層努めていくため、平成27年度の調
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査検討委員会等において、規程を一部改正し、ガソリン代（「政務活動視察報告書」を提

出する視察等に要するガソリン代を除く）の支出割合は経費の2分の1を上限とし、ただ

し、議員一人当たり月額5千円を限度とすることとした。さらに、自宅兼用事務所光熱水

費については、自己所有及び自宅兼用の事務所の光熱水費は、計上できないものとする

と改めた。

また、書籍や備品について、特に区民に疑義が生じやすい支出に関しては、明確化・

厳格化を図る観点から、支出計上にあたって特に留意する必要がある事項として、会派・

議員から説明を求めることとしたところである。

なお、交付額を超えた収支報告書について、平成27年度から交付額の範囲内での収支

報告に努めるものとすると運用を改めたところであるが、平成28年度からは交付額の範

囲内で収支報告するものとすると改めた。

今後も、政務活動費の適正な運用と使途の透明性の更なる確保に努め、より一層区民

に信頼される制度となるよう、引き続き不断の検証・見直しに取り組むこととしている。
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別紙３

2 8 杉 並 第 7 2 5 5 号

平成 28 年 ４月 28 日

杉並区監査委員

上原 和義  様

同

岩崎 英司  様

   

                    杉並区長 田中 良

平成 26 年度政務活動費に関する住民監査請求に基づく監査の実施に伴

う抗弁書の提出について

平成 28 年４月 22 日付け 28 杉監査第 63 号により通知のあった標記の

件について、別紙のとおり提出します。
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標記の件について以下のとおり抗弁する。

１ 政務活動費の制度制定の経緯

（１）地方公共団体は、政務調査費（現在の政務活動費）が制度化される以前

から地方自治法第 232 条の 2 の規定に基づき、議会の会派等に対し調査

研究目的の経費を交付していた。これは、同法第 204 条の 2 の規定による、

給与条例主義に反しないよう、補助金として交付していたものである。

（２）平成 12 年 5 月、政務調査費の制度化等を内容とする地方自治法の一部

改正案が審議され、衆・参議院とも全会一致で可決した。政務調査費制

度の創設を規定した地方自治法の一部を改正する法律（平成 12 年法律

第 89 号）は、平成 12 年 5 月 31 日に公布され、平成 13 年 4 月 1 日に施

行された。

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 100 条第 14 項の内容は、「普

通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議

員に対し、政務調査費を交付することができる。この場合において、当該政

務調査費の交付の対象、額及び交付の方法は、条例で定めなければなら

ない。」というもので、同項に基づき議員の調査研究に資するため、杉並区

議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例（平成 13

年条例第 26 号。以下「条例」という。）が制定された。

（３）平成 24 年９月に地方自治法の一部が改正されたことに伴い、政務調査費

から政務活動費へと制度を改正した。

２ 政務活動費の交付及び返還等に関する手続について

政務活動費の交付及び返還等に関する手続は、以下のとおりである。なお、

政務活動費に係る予算の支出等については、区議会事務局次長に委任さ

れている。

（１）政務活動費の交付を受けようとするときは、以下のどちらかを議長に届け

出る。
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ア 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表

者は、政務活動費に係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議

長（議長の職務を行う者がないときは議会の事務局長）に届け出なけれ

ばならない。（会派に係る政務活動費の交付に関する届）

その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。会派を解散した

ときは、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。（条

例第 5 条第 1 項及び第 2 項）（杉並区議会の会派及び議員に対する政

務調査費の交付に関する条例施行規則（以下「規則」という。）第 1 号様

式）

イ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨

を議長に届け出なければならない。（議員に係る政務活動費の交付に

関する届）

議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とする。（条例

第 5 条第 3 項）（規則第 2 号様式）

（２）議長は、上記(1)の届出に基づき、毎年度 4 月 1 日の政務活動費に係る会

派及び議員の状況について、区長に通知（政務活動費交付対象者状況

通知書）する。（条例第 6 条第 1 項）（規則第 3 号様式）

なお、年度途中で上記(1)の届出があった場合は、議長は速やかに区長

に通知（政務活動費交付対象者変更通知書）する。（条例第 6 条第 2 項）

（規則第 4 号様式）

（３）区長は、上記(2)の通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を

行い、会派の代表者及び議員に通知（政務活動費交付決定通知書）する。

（条例第 7 条）（規則第 5 号様式）

（４）会派の代表者及び議員は、上記(3)の通知を受けた後、毎四半期の最初

の月の 10 日（その日が杉並区の休日を定める条例第 1 条に定める区の休

日に当たるときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属する月数分

の政務活動費を請求する。（条例第 8 条第 1 項）

（５）区長は、上記(4)の請求があったときは、速やかに政務活動費を交付する。

（条例第 8 条第 2 項）

（６）会派の代表者及び議員は、一四半期の途中において、会派の解散、所

属議員数の減員、又は議員の辞職等があった場合、当該事実の生じた日

の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活

動費を区長に返還しなければならない。（条例第 8 条第 4 項及び第 6 項）
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（７）区長は、政務活動費の交付を受けた会派及び議員がその年度において

交付を受けた政務活動費の総額から、当該会派及び議員がその年度にお

いて行った政務活動費による支出（条例第 9 条に規定する使途基準に従

って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残余の

額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。（政務活動費

返還命令書）（条例第 12 条）（規則第 8 号様式）

（８）会派の代表者 及び議員は、前年度分 の政務活動費収 支報告書（以下

「報告書」という。）に、政務活動費の収支を表す出納簿及び領収書その

他の証拠書類を添えて議長に提出し、議長は、報告書を受け取ったときは、

報告書の写しを区長へ送付する。（条例第 10 条第 1 項及び第 3 項）

３ 政務活動費の適正化に向けた取り組み

（１） これまでの取り組み

区議会内において、「議会改革検討調査部会」や「政務活動費検討会」

の検討結果に基づき、平成 19 年 3 月に、杉並区議会の会派及び議員に対

する政務調査費の取扱いに関する規程（以下「規程」という。）（現在の杉並

区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程）を議

長訓令甲として制定するとともに、平成 20 年 4 月に第三者の意見を反映し

た政務活動費の「使途基準細目（現在の政務活動に要する経費細目）」を

定めた。さらに、平成 22 年 4 月に規程を改正し、「使途基準細目」をより適切

な内容に改めた。

また、平成 21 年 6 月に「杉並区議会政務調査費調査検討委員会（現在

の杉並区議会政務活動費調査検討委員会）」を設置し、その検討過程のな

かで、政務活動費の公平性及び客観性を担保し、適正な執行を確保するこ

とを目的に、議長の諮問機関として「杉並区議会政務調査費専門委員会

（現在の杉並区議会政務活動費専門委員会）」を平成 22 年 5 月設置した。

両委員会では、監査結果で指摘を受けた事項等の基準の改正に向けて検

討した結果、平成 23 年から毎年、政務活動に要する経費細目について一

部改正した。この間、区議会の自律性により適正化と透明性の向上を図って

きた。
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これまでの政務調査費に関する措置請求書に対して、監査委員から、議

員自身による自律的な点検の励行や区議会の自立的なチェック機能の強

化を図り、区民の信頼が得られる制度として確立されるよう意見・要望が出さ

れてきた。これに加え、平成 26 年度は、他自治体議会の不祥事などに端を

発し、政務活動費に対する世論の厳しい目が注がれ、今まで以上に適正な

制度運用が求められた。このような厳しい状況の中で、区としても強い危機

感を持ち、平成 26 年 10 月 14 日、区長から区議会議長に対し、政務活動

費の今まで以上に適正な制度運用を求める申し入れを行った。

これに対し、区議会では、政務活動費調査検討委員会を４回・政務活動

費専門委員会を３回開催し、検討を重ねた結果、平成 27 年２月６日、区議

会議長は区長に対し、「平成 26 年度政務活動費調査検討委員会検討結果」

をまとめ、更なる政務活動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努める

との通知があった。

(２) 平成２７年度の取り組み

区議会では、平成 27 年５月に「政務活動費の支出に関する事務処理に

ついて」を全面改訂し、政務活動費の適正な運用と使途の透明性の更なる

確保に努め、より一層区民に信頼される制度となるよう、引き続き不断の検

証・見直しに取り組むこととした。

平成 27 年度に提出された平成 25 年度の政務活動費に関する措置請求

書の結果について、監査委員から、区議会においては、今後、改善内容を

着実に実施し、制度の適正な運用により、議会活動の活性化、審議能力の

充実強化を図るよう期待するとの意見・要望が出された。

このため、区議会では、政務活動費調査検討委員会を７回・政務活動費

専門委員会を３回開催し、検討を重ね、平成 28 年 2 月１日に、「平成 27 年

度政務活動費調査検討委員会検討結果」をまとめ、平成 28 年４月から規

程を改正し、更なる政務活動費の適正な運用と使途の透明性の確保に努

めている。

４ 今回の措置請求に関する区の見解

政務活動費は、議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として交付するものであり、その執行については、第一に会派や議員

の倫理観を前提にした自己検査、第二に議会の代表者としての議長が調査
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し、議会の自律性の中で処理することが前提であると認識している。その上で

執行機関としては、会派及び議員が活動していく上で支障の無いような政治

活動の自由を保障する視点で、対応すべきものであると考えている。

今回の措置請求の対象となっている政務活動費については、条例第 11

条に基づき、議長が報告書及び領収書等を調査し、適正に執行したものと

考えている。

平成 27 年度の議会の取り組みとして、前年度に続き、政務活動費調査検

討委員会及び政務活動費専門委員会の審議を重ね、改善を図るなど評価

するものであるが、引き続き、適正な運用が図られるよう必要な助言に努めな

がら、自律的な取り組みを後押ししていく。
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別紙４－１

28 杉議会第 131 号

平成 28年 4月 28 日

杉並区監査委員

上原 和義 様

同

岩崎 英司 様

                    杉並区議会

                           議長 はなし 俊郎

政務活動費に係る調査について（回答）

１ 「杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例」に基づく議長

の調査の実施について

平成 28年 4月 22 日付 28杉監査第 64号の調査依頼に基づき、条例第 11条に規定して

いる政務活動費の議長による調査を実施した。

大熊昌巳議員の平成 26年度政務活動費について、請求人が指摘している政務活動費の

支出が、条例その他の法規等に照らして、違法・不当であるか否かについて確認を行っ

た。

２ 調査結果について

政務活動として合理性ないし必要性を欠くことが明らかであると認められるものはな

く、平成 26年度の政務活動に要する経費及び同細目に基づく適正な支出が行われていた。

３ 今回の措置請求に対する議長の見解

区議会では、政務活動費（旧政務調査費）の使途に関しては、平成 19年 5月に「杉並

区議会の会派及び議員に対する政務調査費の取扱いに関する規程」を制定し、適正な執

行の確保に努めてきたが、その後、平成 21年度には、議会内部に設置した「杉並区議会

政務調査費調査検討委員会」において、さらに翌 22年度には、学識経験者等第三者で構

成される「杉並区議会政務調査費専門委員会」を設置し、使途に関する事項を中心に、

毎年継続的に自主的な改善に取り組んでいる。

政務活動費の支出に当たっては、第一義的には会派・議員の自律的な判断に委ねられ
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ていると考えている。今回は、平成 26年度分の政務活動費であり、その当時の基準によ

り、会派・議員が、それぞれ良識ある判断に基づき、計上しているものと認識している

ところである。

昨年度の調査検討委員会においては、平成 27 年度の「平成 25 年度政務活動費に関す

る監査結果」における意見・要望を踏まえ、ガソリン代や自宅兼用事務所光熱水費等、

政務活動に要する経費細目等の見直しを行った。

先述したとおり、政務活動費の適正な運用の確保に向けては、これまでも不断の検証・

見直しを行ってきたが、政務活動費の使途については、区民に対する説明責任を十分に

果たすことが、今後より一層求められており、今後は、政務活動費がこれまで以上に区

民の信頼が得られる制度として確立できるよう、更なる改善に向けて不断の検証・見直

しに努める所存である。

（１） 按分について

区議会では、一の経費のうちに政務活動に要する経費及びその他のものが含まれると

きは、政務活動に要する経費相当額を区分することを「杉並区議会の会派及び議員に対

する政務活動費の取扱いに関する規程（以下「規程」という。）」第2条第2項により定め

ている。この他に、各支出の按分上限を明示した政務活動に要する経費細目も定めてい

るが、これは平成19年度の検討会において、区議会の会派・議員の活動の実態を勘案し

たうえで弁護士や公認会計士等の有識者からの意見を反映させ、議会全体が遵守する基

準として定めたものである。この政務活動に要する経費細目で定めていない経費につい

ては、その必要性と区分する場合の按分割合は、自身の活動の実態に即して当該会派・

議員が判断している。この判断については、会派・議員の説明が必要であり、明らかに

議会活動への反映・寄与の程度の割合が相当でないと認められる場合を除き、経費とし

て認めるのが妥当である。

そもそも会派・議員の活動は、政務活動とそれ以外の活動が混在しているケースが多

く、実務上合理的に経費を区分することが困難である場合が多い。この場合には、個々

の活動の実態に即した按分率により判断することが、判例や他議会の動向からみても、

最も妥当な方法であると考える。

（２） 事務費について

  今日では、パソコンとインターネット環境の利用は、会派・議員の活動における必需

品である。前述のとおり、会派・議員がどのような政務活動を行い、そのためにいかな

る政務活動費を支出するかについては、基本的に会派・議員の自律的判断に委ねられて

いるものである。また、会派・議員の活動は政務活動とそれ以外の活動が混在している

ケースが多く、実務上合理的に経費を区分することが困難である場合が多い。この場合

には、個々の活動の実態に即した按分率により判断することが、最も妥当な方法である

と考える。

  請求人が指摘する大熊議員が計上したパソコン接続料等の事務費については、当該議

員からも使用実態等の説明がなされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しな

い適正な支出と判断できる。
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（３） 区政報告について

  区政報告の発行など区政に関する情報を区民に提供する経費は、政務活動に要する経

費で定める広聴広報費に該当し、会派・議員の調査研究活動、議会活動及び区の施策を

区民に報告・PRするために必要なものである。平成21年9月17日の名古屋高裁判決では、

「市民の意見を収集、把握することは議員の調査研究の一つとして重要であり、調査研

究活動、議会活動及び市政に関する政策等を市民に知らせることは、市政に対する市民

の意思を的確に収集、把握するための前提として意義を有するものということができる

から、こうした広報のために支出した費用も市政に関する調査研究に資するため必要な

費用として、政務調査費の使途基準に適合するものと解される。」と示している。このこ

とからも、区議会での質疑や区政全般に関することを区民に知らせることにより、区民

意見の収集、把握につながり、その結果、区政の課題や問題点を認識するための政務活

動に資すると解することができる。

また、政党活動や後援会活動など、議員の審議能力を強化することにより地方議会の

活性化を図るという政務活動費の趣旨に適合しない部分は、原則紙面の面積等に占める

割合等で区分することにより、合理的な支出が可能である。

ただし、平成20年9月5日の東京地裁判決では、「なるべく多くの区民に広報紙に対する

関心を持ってもらい、読んでもらうための1つの手段として、本件会派が行う議会活動及

び区政に関する政策等以外の記事を掲載し、当該記事に係る経費に政務調査費を充てる

ことも、それが合理的な範囲にとどまる限り許されるものと解するのが相当。」と示され

ていることから、紙面の一部にエッセンスとして加える政務活動以外のお知らせや連絡

先、文章の書き出しに使用する一般的な儀礼的文言、写真などについては当該広報紙の

主たる内容には当たらず、かつ合理的な範囲内であれば、詳細に区分せず政務活動費で

支出できるものと解することができる。

また、会派・議員が行う活動及び区政について区民への報告等を行うため、区政報告

会等を開催し、その経費を支出することは政務活動に要する経費で定める広聴広報費又

は会議費として認められている。政務活動に要する経費細目等に則して、領収書が提出

され、実態に即して按分するなど適正に処理されていれば、不適切とする理由はない。

なお、請求人が指摘する自民党討議資料の費用について、京都地裁の判決を引用して

いるが、京都地裁の事案は集合写真代であり、自民党討議資料の費用の中には集合写真

代は含まれておらず、京都市会事務局に確認したところ、判決も確定していない。

  請求人が指摘する大熊議員が計上した区政報告、区政報告会及び自民党討議資料に要

した費用については、当該議員からも区政との関連性や調査研究の実質があることが説

明されており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断できる。

（４） ホームページ管理料について

ホームページは、会派・議員が区民に対して活動内容などを報告するのに、非常に有

効な広報手段の一つである。情報を提供する媒体を常時設ける必要性があることを総合

的に判断すると、公式サイト等の維持管理等に要する経費は政務活動費制度の趣旨から

逸脱しているものとは言えない。政務活動に要する経費細目では、「ホームページの作成
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及び維持管理経費は、実態に即して按分すること」と規定しており、会派・議員の自律

的な判断に基づき、実態に即して適切に按分されていれば、不適切とする理由はない。

請求人が指摘する大熊議員が計上したホームページ管理料については、当該議員から

も説明がなされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断

できる。

（５） ガソリン代について

自動車を政務活動に伴う移動手段として利用する場合、有料道路通行料や現地での駐

車料金のほか、ガソリン代や月極駐車場の賃料を政務活動に要する経費の範囲内の支出

として認めている。このうち、月極駐車場賃料と宿泊を伴わない用務に使用する場合の

ガソリン代については、一般的に政務活動以外の用途も含まれると考えられ、かつ、合

理的な経費の区分が困難な支出であるため、経費の2分の1の額を上限として政務活動費

の対象とすることを政務活動に要する経費細目で規定し、目的や理由の説明は特段求め

ていない。これらの経費については、平成19年2月9日の札幌高裁判決で「調査活動の市

政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性等も極めて広範な裁量の下に行わ

れるものであると認められる。」と判断されていることから、個別に按分割合の合理性・

妥当性を求めず、広範に認めることが望ましいと考えられるが、区民に誤解を招くよう

な支出に関しては、説明が必要であると考える。

請求人が指摘する大熊議員が計上したガソリン代については、当該議員からも説明が

なされており、「政務活動に要する経費・同細目」に反しない適正な支出と判断できる。

なお、平成27年度の「平成25年度政務活動費に係る監査結果」における意見・要望を

踏まえ、平成27年度の調査検討委員会で検討した結果、平成28年度からは、ガソリン代

（「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン代を除く）は議員一人当た

り月額5千円を限度とするとしている。

４ 議員からの説明

この度、平成２６年度政務活動費に関する措置請求書が提出されましたので、指摘があ

りました５点の請求に対する抗弁書を提出致します。

請求人からの指摘につきましては内容を真摯に受け止めさせて頂く中で私なりの抗弁をさ

せて頂きます。

政務活動費の計上については、請求人からの指摘の様に理解の足りない点がある事は否

めませんが、指摘の内容があまりにも一方的過ぎる判断の箇所もあり正直困惑致している

点もあります。

私自身が、生まれ育ち暮らし続けて来た地域、代々がそこに暮らし地域のそこはかとな

い安心感の醸成と地域の保守を守り、穏やかな区民生活を求め区議会活動を目指した私自

身にとって、地域の代弁者として、地域の方々の信任を頂き区議会に参画を致して参った
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私にとって、第一の心得は、誠実に間違いがない様にとの事です。

その様な中で、１、事務費に関する件について。

パソコン、プリンター、ノートパソコン、無線ラン、その他の機器に関する事務費につ

いては、ＩＴ機器の情報流失等セキュリティに関して自己防衛が出来る程の知識が私には

無く、慎重を期して、機材のリースと名簿作成ソフトのリース、機材のメンテナンスとバ

ックアップを含め契約を行っております。

カラープリンターの契約とその使用頻度の指摘、あるいは会派のカラープリンターやコ

ンビニのカラープリンターを使用するべきとの指摘ですが、プリンターは誰もが必要とす

るものであり、社会通念上からもカラープリンターの使用は許されるものと理解を致して

おります。

使用実態は、地域の方への通知を作成する時に資料などの印刷に用い、資料やグラフな

どを見る時にカラー印刷の方が役立ちます。区政報告は、構成と印刷を業者に頼んでおり

カラープリンターの使用はありません。

又、２６年度以前には、カラープリンター使用に関して指摘を受けておりませんでした

ので、２６年度も通常通り計上を致しました。カラープリンターの使用については請求人

との見解の相違があると思います。

パソコンの使用にあたって、情報の流失等に自己防衛が出来きれない処があり、区議会

議員としてパソコンの使用を適正に行い、その活動に間違いが生じないようにする為に、

ソフト等の固定維持管理費として長年の計上を行って参りました。自己管理が基本である

かもしれませんが、情報の流失等の対応でバックアップ機能を高めたりする事は必要な経

費と考えております。

指摘を頂いておりますパソコン接続料は、ＮＴＴのヒカリ回線の利用料です。

事務費等の按分の指摘については、議員活動専用であって政務活動に９割使用している

と理解を致して参りましたので９割の計上を致しております。

又、２６年度以前は、９割の按分に対する指摘は受けていないので、２６年度も同様に

報告を致しました。

必要最低限の政務活動費の使用との私なりの判断がある中で事務費等については、固定

事務経費として当初より計上し、文具費等を計上しないように私なりの配慮も致している

次第です。

請求人からの指摘は、私の様な区議会議員には理解致しかねる文言と、条例等に照らし

歪曲と思える指摘の箇所もあり、按分等の判断は監査委員に委ねます。

２、区政報告、区政報告会に要した費用について。

区政報告と選挙活動の区別が出来ていないとの指摘と理解を致します。

条例等で・・・・認められないとの指摘ですが、２６年度以前の政務活動費の使用が認

められておりましたので計上を致しました。

自宅でのテントを張って区政報告会を行った理由は、以前より区政報告会を私自身が氏

子でもある久我山稲荷神社の参集殿を利用して参りましたが、違う場所で行う事も必要と

考えあえて自宅を利用致しました。
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ミハタホールの使用は、以前より区政報告会の会場として使用しており、使用に関して

何の指摘も受けておりませんので使用を続けたものです。ダンスホールとの事を強調され

ておりますが、一般の貸しホールと何ら変わりません。７時間もと強調されておられます

が準備の都合上、貸し椅子などの搬入がありましたので時間に余裕を持たせました。

区政報告ではなく、選挙の話が多かったとの指摘ですが、予定していたよりも区政報告

の時間が少なくなったということで、区政についての報告を主に行っております。その為、

その割合を考え、８０％で按分致しました。

区政報告会は、私が定例会毎に一般質問を行って参りましたので、その質問事項と答弁

内容が議会報に記されておりますので、その切り抜きを定例会順にコピーし来会の方に渡

し、改めて、私から質問と区側の答弁を掘り下げ伝え、質問を頂き、区の施策に関する解

説と質問にお答えを致し、私の区議会議員としての活動への思いをお伝え致しております。

久我山と上高井戸の二ヶ所で区政報告会を行いましたが、両方とも同じ内容で行っており

ます。

区政報告に示している私の区議会議員としての活動の内容と区政報告会で私が述べる区

政への思いは何ら変わるものはありません。区政報告に関する質問が区政報告会で持ち出

される事もあり、来会の方々と地域への共通の思いを持つ事は大切な事であると認識を致

しております。

様々ご指摘を頂いておりますが、指摘には、見解の相違と思える点がありますので、返

還等の判断は監査委員に委ねます。

３、ホームページ管理料に要した費用について。

計上した費用の按分率変更のご指摘と理解を致します。

按分率については、実態に即した按分でとの見解を以前に事務局より頂いたと理解を致

しております。

私自身がパソコンを利用してホームページに私の思いを掲載している部分があり、その

部分がホームページ掲載の３０％を占めておりますので、按分を７０％としております。

請求人からの按分率の変更が指摘されておりますので、判断を監査委員に委ねます。

４、ガソリン代の返還を求めるについて。

以前にもガソリン代についてはご指摘を受け、抗弁書に、自宅から区役所への往復の交

通費を登庁回数で合計した金額より、自車で往復し、５０％の按分計算をして計上する額

が公共交通機関を利用するより小額であるとの旨を記しました。当然、私の政務活動とし

ての自車の使用実態は按分率５０％の金額をはるかに上回る額であり、２５年度の使用に

関して監査委員より指摘を受けておりませんので計上を致しました。固定経費の計上とし

て当然認められる額と私自身は考えております。

納得を頂いたと理解し計上しているガソリン代を重ねて指摘され困惑を致しております。

この様な説明が不備であり返還の必要性があれば、監査委員の判断に委ねます。

５、会派のチラシについて。

指摘のありましたチラシは、会派の総意で発行しております。

この度の指摘では、会派チラシが区政報告ではなく選挙用の宣伝ビラとの事ですが、チ
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ラシの作成に当たり会派の打ち合わせの経緯では、打ち合わせの段階で選挙目的の宣伝ビ

ラとの検討は一切されておりません。

名前や写真が大き過ぎるとの指摘ですが、チラシを新聞折り込みにする事を考え、一人

でも多くの区民への周知度を高める観点から文字や写真を少しでも大きくとの思いは在っ

たと思いますが、指摘された様な事はありません。

区民の方々への分かり易さとの判断も十分にあったと理解を致しております。

区民の方々からのご意見を求めている点も理解して頂きたい処です。

文字の大きさや写真の大きさに関する指摘は見解の相違と思えます。

なお、会派のチラシの費用の中に集合写真代は含まれておりません。

又、選挙目的との点も見解の相違と考えますので、返還等の判断は監査委員に委ねます。

以上が私からの抗弁とさせて頂きます。

請求人からは心外とも思える、又、辛辣な文章と思える指摘があり、これが、措置請求

の在り方かもしれませんが、抗弁書の文中に記しましたが、請求人との見解の相違としか

考えられない点があります。

私自身と致しましては、監査委員の調査の中で、私、大熊昌巳の政務活動費の使用に問

題点が多く発生している様であれば、政務活動費の使用を大変残念ではありますが断念致

す所存でおりますので、精査の程、宜しくお願い申し上げます。

最後に一言申し述べます。請求人が指摘する事自体を良い悪いと申し述べるつもりはあ

りません。只、請求人からの厳しい指摘を受ける中で、私は、政務活動費を満額使用する

事を良しとは思っておりません。

固定経費として使用できるものを私なりに選び計上し、返還できるものは返還すべきと

浅学菲才の身を以て真摯に取り組んで参りました。

請求人の意に沿うお答えは出せませんが、当方の取り組み方への配慮はご理解頂きたい

と思っております。
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別紙４－２

28 杉議会第 200 号

平成 28年 5月 30 日

杉並区監査委員

上原 和義 様

同

岩崎 英司 様

                        杉並区議会

                             議長 井口 かづ子

政務活動費に係る調査について（回答）

平成 28 年 4 月 22 日付 28 杉監査第 64 号の調査依頼に基づき、杉並区議会の会派及び

議員に対する政務活動費の交付に関する条例第 11 条に規定している政務活動費の議長

による調査を実施し、平成 28 年 4 月 28 日付 28杉議会第 131 号により回答したが、大熊

昌巳議員より出納簿及び収支報告書の訂正の届出があったため、政務活動に要する経費

その他の法規等に照らして、違法・不当であるか否かについて確認を行った。

１ 調査結果について

今回の届出は、請求人からの指摘事項であるか否かを問わず、区政報告案内はがきの

原本の一部が提出されていなかったことが判明したため行われたものであり、当該支出

額が誤記控除・誤記更正されたことは適当である。

２ 平成 26年度分の出納簿及び収支報告書の訂正状況について

  当初、区政報告案内はがき 4 種類について計上していたが、2 種類について原本が提

出されていなかったことが判明したため、次のとおり、平成 28 年 5 月 18日付で当該議

員から出納簿訂正及び当該支出額を訂正する収支報告書訂正の届出があった。

●大熊昌巳議員

【誤記控除】

11月 28 日

区政報告案内はがき代・印刷代 1280 枚 80％
広聴広報費 44,166

※ 請求書を確認したところ、1280 枚は 1180 枚の誤りであった。

【誤記更正】

11月 28 日

区政報告案内はがき代・印刷代 580 枚 80％
広聴広報費 21,680
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  ※ 上記の訂正により、支出額を 22,486 円減額し、同額の残額が生じたため、平成

28年 5 月 26 日に返還された。
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別紙５

2 8 杉 議 会 第 1 6 2 号

平成 28 年 5 月 17 日

杉並区監査委員

上原 和義 様

同

岩崎 英司 様

                    杉並区議会

                         議長 はなし 俊郎

政務活動費に係る再調査について（回答）

平成 28年 5月 13 日付 28杉監査第 102 号の再調査依頼に基づき、杉並区議会の会派及

び議員に対する政務活動費の交付に関する条例第 11 条に規定している政務活動費の議

長による調査を実施した結果、大熊昌巳議員から下記再調査項目に対する説明があった。

記

１ 再調査項目

（１）事務費に係る請求（措置請求書４～６ページ）について

    回答書５ページで「政務活動に９割使用している」との回答をいただきましたが、

その政務活動の内容について具体的に説明してください。

（２）区政報告会に要した費用に係る請求（措置請求書６～１１ページ）について

    過去の区政報告会及び礼状の送付の実績について具体的に説明してください。

２ 再調査結果について

上記１の（１）事務費に係る請求について、９割使用しているとした政務活動の内容

は、大熊議員の説明によると、パソコンは、区民への区政報告等の送付のための名簿管

理や区政報告会の案内状、礼状及び説明資料の作成に使用している。さらに、自分自身

のホームページへの書き込み、区民説明資料及び区政や施策の研究などのためのインタ

ーネットの利用並びに区民、区議会事務局及び区所管課とのメールのやりとりなどに使

用しているとのことである。また、カラープリンターは、これらのパソコンの使用によ

り、プリントアウトが必要なデータの印刷も行っている。

上記１の（２）区政報告会に要した費用に係る請求について、過去の区政報告会及び
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礼状の送付の実績であるが、大熊議員の説明によると、平成 27年度は区政報告会を実施

していないが、平成 26年度以前は毎年実施している。ただし、礼状は出している場合と

出していない場合があるとのことである。



資   料





- 105 -

資料１

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例

平成13年３月23日

条例第26号

〔注〕平成18年12月から改正経過を注記した。

改正 平成14年６月21日条例第31号 平成15年４月30日条例第19号

平成18年12月11日条例第44号 平成20年10月14日条例第28号

平成25年２月20日条例第１号

〔題名改正〕

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項までの規定に基づ

き、杉並区議会（以下「議会」という。）の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として、議会における会派及び議員に対し、政務活動費を交付することに関し必要な事項を

定めるものとする。

一部改正〔平成20年条例28号・25年１号〕

（交付対象）

第２条 政務活動費は、議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下「会派」という。）

及び議員の職にある者（以下「議員」という。）に対して交付する。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（会派に係る政務活動費）

第３条 会派に係る政務活動費は、各月１日（以下「基準日」という。）における当該会派の所属議

員の数に月額16万円を乗じて得た額とする。

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名、議員の所属会派からの脱

会若しくは除名又は議会の解散があった場合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活

動費の交付については、これらの事由は生じなかったものとみなす。一の会派が他の会派と合併し、

又は会派が解散した場合も同様とする。

３ 各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができない。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（議員に係る政務活動費）

第４条 議員に係る政務活動費は、基準日に在職する議員（次条第１項の規定による届出を行った会

派に所属する議員を除く。）につき、月額16万円とする。

２ 月の途中において、議員の任期満了、辞職、失職、死亡若しくは除名又は議会の解散があった場

合におけるこれらの事由が生じた日の属する月の政務活動費の交付については、これらの事由は生

じなかったものとみなす。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（議長に対する届出）

第５条 会派として政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会派の代表者は、政務活動費に

係る経理担当者を定め、所属議員の氏名等を議長（議長の職務を行う者がないときは議会の事務局

長。以下同じ。）に届け出なければならない。その届け出た内容に異動を生じたときも同様とする。

２ 会派を解散したときは、その代表者であった者は、議長に届け出なければならない。

３ 議員に係る政務活動費の交付を受けようとするときは、議員は、その旨を議長に届け出なければ

ならない。議員に係る政務活動費を受けないこととするときも同様とする。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（区長への通知）

第６条 議長は、前条の規定による届出に基づき、毎年度４月１日の政務活動費に係る会派及び議員

の状況について、区長に通知するものとする。

２ 議長は、年度途中において、前条の規定による届出を受けたときは、速やかに区長に通知しなけ
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ればならない。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（交付決定）

第７条 区長は、前条の規定による通知に基づき、速やかに政務活動費の交付の決定を行い、会派の

代表者及び議員に通知するものとする。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（政務活動費の請求及び交付）

第８条 会派の代表者及び議員は、前条の規定による通知を受けた後、毎四半期の最初の月の10日（そ

の日が杉並区の休日を定める条例（平成元年杉並区条例第５号）第１条に定める区の休日に当たる

ときは、その翌日）までに、区長に当該四半期に属する月数分の政務活動費を請求するものとする。

ただし、一四半期の途中で議員の任期が満了する場合は、任期満了日が属する月までの月数分を請

求するものとする。

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに政務活動費を交付するものとする。

３ 一四半期の途中において、新たに会派が結成されたとき、又は新たに議員となったとき、若しく

は政務活動費の交付を受けていた会派の所属議員でなくなったときは、第６条第２項の規定による

通知があった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当月）分以降の政務活動費を当

該会派の代表者又は当該議員に対して交付する。

４ 一四半期の途中において、会派の所属議員数に異動が生じた場合は、増員分に係る政務活動費に

ついては第１項の規定を準用し、減員分に係る政務活動費については速やかに区長に返還しなけれ

ばならない。

５ 前２項の規定に基づき、一四半期の途中で政務活動費の請求を行う場合における第１項の適用に

ついては、同項中「毎四半期の最初の月の10日」とあるのは、「当該事実の生じた日の翌月（その

日が基準日である場合は、当月）の10日」とする。

６ 一四半期の途中において、政務活動費の交付を受けた会派が解散したとき、又は政務活動費の交

付を受けた議員が議員でなくなったときは、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者

は、会派の解散の日又は議員でなくなった日の属する月の翌月（その日が基準日である場合は、当

月）分以降の政務活動費を区長に返還しなければならない。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（政務活動費を充てることができる経費の範囲）

第９条 政務活動費は、会派及び議員が行う調査研究、研修、広聴、広報、要請、陳情、各種会議へ

の参加等区政の課題及び区民の意思を把握し、区政に反映させる活動その他の区民福祉の増進を図

るために必要な活動（以下「政務活動」という。）に要する経費に対して交付する。

２ 政務活動費は、別表で定める政務活動に要する経費に充てることができるものとする。

全部改正〔平成25年条例１号〕

（収支報告書等の提出）

第10条 会派の代表者及び議員は、前年度分の政務活動費収支報告書（別記様式。以下「報告書」と

いう。）に、政務活動費の収支を表す出納簿（以下「出納簿」という。）及び領収書その他の証拠

書類（以下「領収書等」という。）を添えて、年度終了日の翌日から起算して30日以内に議長に提

出しなければならない。

２ 政務活動費の交付を受けた会派が解散し、又は政務活動費の交付を受けた議員が議員でなくなっ

たときは、前項の規定にかかわらず、当該会派の代表者であった者又は当該議員であった者は、そ

の事実があった日の翌日から起算して30日以内に、報告書、出納簿及び領収書等を議長に提出しな

ければならない。

３ 議長は、報告書を受け取ったときは、その写しを区長へ送付するものとする。

４ 議長は、報告書、出納簿及び領収書等を当該報告書を提出すべきとされた期間の末日の翌日から

５年を経過するまで保存し、報告書及び出納簿を閲覧に供しなければならない。

一部改正〔平成18年条例44号・25年１号〕

（透明性の確保）

第11条 議長は、報告書、出納簿及び領収書等について必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適

正な運用を期すとともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。
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全部改正〔平成25年条例１号〕

（政務活動費の返還）

第12条 区長は、会派及び議員がその年度において交付を受けた政務活動費の総額から、当該会派及

び議員がその年度において行った政務活動費による支出（第９条に規定する政務活動費を充てるこ

とができる経費の範囲に従って行った支出をいう。）の総額を控除して残余がある場合、当該残余

の額に相当する額の政務活動費の返還を命ずることができる。

一部改正〔平成25年条例１号〕

（委任）

第13条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、規則で定める。

一部改正〔平成25年条例１号〕

附 則

１ この条例は、平成13年４月１日から施行する。

２ 杉並区特別職報酬等審議会条例（昭和39年杉並区条例第35号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

附 則（平成14年６月21日条例第31号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成15年４月30日条例第19号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成18年12月11日条例第44号）

１ この条例は、平成19年５月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政務調査

費については、なお従前の例による。

附 則（平成20年10月14日条例第28号）

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成25年２月20日条例第１号）

１ この条例は、平成25年３月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例の規

定は、この条例の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前にこの条例による改

正前の杉並区議会の会派及び議員に対する政務調査費の交付に関する条例の規定により交付した政

務調査費については、なお従前の例による。

別表（第９条関係）

政務活動に要する経費

項目 内容

調査研究費 区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託

に要する経費

（調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費）

研修費 １ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要

する経費

（会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費）

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会

派又は議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費

（参加費・会費、宿泊費、交通費）

広聴広報費 １ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴

取、区民相談等の活動に要する経費

（資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、文書通信費）

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する

経費
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（印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費）

要請陳情等活

動費

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費

（資料印刷費、交通費、文書通信費）

会議費 １ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費

（資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費）

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加

に要する経費

（参加費・会費、交通費、文書通信費）

資料作成費 会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費

（印刷・製本費、原稿料）

資料購入費 会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経

費

（書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、有料データベース利用料）

事務費 会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費

（事務用品・備品購入費、事務機器等借上費、インターネット接続料、文書

通信費）

事務所費 会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費

（事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴＶ・電話回線敷設料）

人件費 会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費

（賃金、社会保険料、交通費）

備考 括弧内は、例示とする。

追加〔平成25年条例１号〕

様式（省略）
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資料２

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行規則

平成13年３月30日

規則第35号

改正 平成19年３月30日規則第48号 平成25年２月20日規則第２号

〔題名改正〕

（趣旨）

第１条 この規則は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

全部改正〔平成25年規則２号〕

（議長に対する届出）

第２条 条例第５条第１項及び第２項の規定による届出は、会派に係る政務活動費の交付に関する届

（第１号様式）によるものとする。

２ 条例第５条第３項の規定による届出は、議員に係る政務活動費の交付に関する届（第２号様式）

によるものとする。

一部改正〔平成25年規則２号〕

（交付対象に係る通知）

第３条 条例第６条第１項の規定による通知は、政務活動費交付対象者状況通知書（第３号様式）に

よるものとする。

２ 条例第６条第２項の規定による通知は、政務活動費交付対象者変更通知書（第４号様式）による

ものとする。

一部改正〔平成25年規則２号〕

（交付決定通知書）

第４条 条例第７条の規定による通知は、政務活動費交付決定通知書（第５号様式）によるものとす

る。

一部改正〔平成25年規則２号〕

（交付請求書）

第５条 条例第８条第１項及び第４項の規定による請求は、政務活動費交付請求書（第６号様式）に

よるものとする。

一部改正〔平成25年規則２号〕

（政務活動費出納簿）

第６条 条例第10条第１項に規定する出納簿は、政務活動費出納簿（第７号様式）によるものとする。

一部改正〔平成25年規則２号〕

（返還命令書）

第７条 条例第12条の規定による返還の命令は、政務活動費返還命令書（第８号様式）によるものと

する。

一部改正〔平成19年規則48号・25年２号〕

附 則

この規則は、平成13年４月１日から施行する。

附 則（平成19年３月30日規則第48号）

この規則は、平成19年５月１日から施行する。

附 則（平成25年２月20日規則第２号）

１ この規則は、平成25年３月１日から施行する。

２ この規則による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例施行

規則の規定は、この規則の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した

政務調査費については、なお従前の例による。
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様式（省略）
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資料３

杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程

平成19年３月30日

議長訓令甲第１号

改正 平成20年４月１日議長訓令甲第２号 平成22年４月１日議長訓令甲第２号

平成23年３月31日議長訓令甲第１号 平成24年３月30日議長訓令甲第１号

平成25年２月28日議長訓令甲第１号

〔題名改正〕

平成26年３月31日議長訓令甲第１号

（趣旨）

第１条 この規程は、杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の交付に関する条例（平成13年

杉並区条例第26号。以下「条例」という。）及び杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の

交付に関する条例施行規則（平成13年杉並区規則第35号）に定める政務活動費の取扱いについて、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第104条に規定する議長の権限に基づき、必要な事項を定めるも

のとする。

全部改正〔平成25年議長訓令甲１号〕

（支出基準）

第２条 次に掲げる経費は、条例別表で定める政務活動に要する経費（以下「政務活動に要する経費」

という。）に該当しないものとする。

(１) 選挙活動に関する経費

(２) 政党活動に関する経費

(３) 後援会活動に関する経費

(４) 交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費

(５) 飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催する会合に伴うものを除

く。）に関する経費

(６) 条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の目的に合致しない個

人的技能の習得に関する経費

(７) 日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費

(８) 自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費

(９) その他政務活動の目的に合致しない経費

２ 政務活動費の交付を受けた会派及び議員は、一の経費のうちに政務活動に要する経費及びその他

のものが含まれるときは、政務活動に要する経費相当額を区分し、政務活動費により支出しなけれ

ばならない。

３ 政務活動に要する経費の細目は、別表のとおりとする。

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕

（領収書等の提出）

第３条 条例第10条第１項及び第２項に規定する領収書その他の証拠書類（次項に規定する第２号様

式を除く。）は、領収書等貼付用紙（第１号様式）にそれぞれ貼付するものとする。

２ 会派及び議員が政務活動のため交通機関を利用して出張し、その実費を政務活動費により支出す

る場合は、政務活動交通費記録簿（第２号様式）を作成するものとする。

一部改正〔平成20年議長訓令甲２号・25年１号〕

（帳票類等の提出）

第４条 条例第５条第１項の規定による届出を行った会派の経理担当者及び同条第３項の規定による

届出を行った議員は、政務活動費を次の各号に掲げる経費に充てたときは、当該各号に掲げる帳票

類等を作成し、条例第10条第１項に規定する政務活動費収支報告書に添えて議長に提出するものと

する。

(１) 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１万円以下の場合を除く、視察による調査研究又は研

修会、講演会等への参加に要する経費 政務活動視察報告書（第３号様式）
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(２) 公共政策大学院等に係る授業料 カリキュラム又は受講（授業）内容が確認できる資料

(３) 広報紙の作成に要する経費 当該広報紙

(４) 備品の購入に要する経費 備品台帳の写し

(５) 事務所の賃借料 事務所の賃貸借契約書の写し又は事務所の図面及び写真等、事務所の要件

を具備していることを証明する書類

(６) 事務等を補助する職員を雇用する経費 雇用契約書の写し又はその者の氏名、住所、生年月

日、業務内容、賃金及び雇用期間等、勤務の実情を証明する書類

２ 議長は、前項の帳票類等について、条例第10条第４項に規定する期間まで保存し、政務活動視察

報告書及び広報紙を閲覧に供しなければならない。

一部改正〔平成23年議長訓令甲１号・24年１号・25年１号・26年１号〕

（その他）

第５条 この規程の施行に関し必要な事項は、議長が定める。

附 則

１ この規程は、平成19年５月１日から施行する。

２ この規程は、この規程の施行の日以後に交付する政務調査費について適用する。

附 則（平成20年４月１日議長訓令甲第２号）

この規程は、平成20年４月１日から施行する。

附 則（平成23年３月31日議長訓令甲第１号）

この規程は、平成23年５月１日から施行する。

附 則（平成24年３月30日議長訓令甲第１号）

この規程は、平成24年４月１日から施行する。

附 則（平成25年２月28日議長訓令甲第１号）

１ この規程は、平成25年３月１日から施行する。

２ この規程による改正後の杉並区議会の会派及び議員に対する政務活動費の取扱いに関する規程の

規定は、この規程の施行の日以後に交付する政務活動費について適用し、同日前に交付した政務調

査費については、なお従前の例による。

附 則（平成26年３月31日議長訓令甲第１号）

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

別表（第２条関係）

政務活動に要する経費細目

項目 内容

調査研究費 ○月極駐車場代の支出割合の上限は1/2とする

○ガソリン代の支出割合の上限は1/2とする（ただし、「政務活動視察報告書」

を提出する視察等に要するガソリン代については、按分の必要はないもの

とする）

○スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行

き先）や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政

務活動交通費記録簿」に代えることができる

○タクシー利用額の上限は年額240,000円とする（ただし、可能な限り他の公

共交通機関を利用する）

研修費 ○懇親会費の計上はできないものとする

○政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする

○政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとする

○宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が10,000円以下の研修会、講演会等に

参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、開催日

時、会場、主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレジュメを添

付する

○公共政策大学院等に係る授業料の支出割合の上限は1/2とし（ただし、政務
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活動費年間交付額の1/3を限度とする）、領収書等貼付用紙の備考欄に「通

学の目的」を記載する

広聴広報費 ○広聴広報活動における茶菓代については、１人につき500円を限度とし、領

収書等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する

○区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は1/2とする

（ただし、議員１人１回当たり5,000円を限度とする）

○印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に即して按分する

○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額100,000円を超

えることはできない

○ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に即して按分する

要請陳情等活

動費

○細目なし

会議費 ○会議等を主催する場合の茶菓代については、１人につき500円を限度とし、

領収書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する

資料作成費 ○細目なし

資料購入費 ○購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とす

る

○所属政党発行の機関紙の購読については、議員１人当たり１部のみとする

○電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではな

く、「事務費」（事務用品・備品購入費）として取扱う

事務費 ○50,000円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成し

管理する

○備品購入費については、実態に即して按分する

なお、購入・買替えに当たっては、所得税法（昭和40年法律第33号）上の

減価償却資産に係る耐用年数を参考にする

また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする

○ポイントカード制を導入している小売店で物品等を購入する際、一定割合

のポイントが還元され、次回以降の購入でポイント相当額を代金に充当で

きる場合は、還元されたポイントが領収書で確認可能な限りにおいて、そ

のポイント相当額を控除して支出する

○切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額100,000円を超

えることはできない

○インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信

費については、実態に則して按分する

○通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする

固定電話（事務所専用） 1/2

固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ

あり）
1/2

固定電話（事務所自宅兼用ＦＡＸ

なし）
1/4

○政務活動に使用する電話・ＦＡＸについては必要最小限の台数とし、その

番号を議長に届け出るものとする

○名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする

事務所費 ○事務所賃借料について

自

己

所

有

計上できない

賃 事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は1/2とする
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借

自宅兼用

事務所賃借料の支出割合の上限は1/2とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の

面積等を考慮した按分率を乗じた額とする

支出割合上限設定基準額

（自宅賃借料×按分率）×1/2

※自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう

※個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金

額の上限は月額50,000円とする

○事務所光熱水費について

自

己

所

有

事務所光熱水費の支出割合の上限は1/2とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の面積等を考慮し

た按分率を乗じた額とする

支出割合上限設定基準額

（自宅光熱水費×按分率）×1/2

賃

借

事務所専用 事務所光熱水費の支出割合の上限は1/2とする

自宅兼用

事務所光熱水費の支出割合の上限は1/2とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の

面積等を考慮した按分率を乗じた額とする

支出割合上限設定基準額

（自宅光熱水費×按分率）×1/2

人件費 ○議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない

○議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出

割合の上限を1/2とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤

務内容と日給・時給等を明記の上、議員１人当たり月額50,000円を上限と

して勤務実績に応じた額とする

追加〔平成20年議長訓令甲２号〕、一部改正〔平成22年議長訓令甲２号・23年１号・24年

１号・25年１号・26年１号〕

様式（省略）
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平成 26年 4 月

杉並区議会事務局

重 要

政務活動費の支出に関する事務処理について

（平成 26 年度版）

資料４
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会派・議員の皆さまへのお願い

■平成２６年度分の取扱い

   来年４月は、区議会議員選挙が予定されている関係で、

平成２６年度分の政務活動費収支報告書等関係書類の提出

につきましては、例年よりも早めにご準備くださるようお

願いします。

１．処理方法

本冊子に基づき書類を整えてください。（提出書類は 16ページ参照）

２．提出期限

次のとおり、３回に分けて事務局議会法務担当へ提出してください。

①『４月分～９月分』……10 月 17 日（金）まで
※「収支報告書」は提出不要です。収支報告書以外の書類を提出し

てください。

②『10月分～12 月分』…１月８日（木）まで

※「収支報告書」は提出不要です。収支報告書以外の書類を提出し

てください。

③『１月分～３月分』……４月３日（金）まで

※「収支報告書」を含む、すべての書類を提出してください。

★ 条例等に基づき、平成２７年５月１日から「収支報告書・出納簿・

政務活動視察報告書・広報紙」の４点を閲覧に供し、「領収書・政

務活動交通費記録簿・その他証拠書類」は情報公開請求の対象とな

ります。

★ ４月３０日までに、すべての書類を閲覧・情報公開できる状態に準

備するために期限を３回に分けています。

★ 過去の実績を考慮いたしますと、上記①②の手順を踏まずに③で提

出された場合、事務局で内容を確認できないケースも起こり得ます

ので、あらかじめご了承ください。
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１ 政務活動に要する経費・同細目                     

（１）政務活動費として支出できない経費

政務活動費の取扱いに関する規程で、次の①～⑨に該当する経費は、政務活動に要する

経費に該当しないものと規定しています。

①選挙活動に関する経費

②政党活動に関する経費

③後援会活動に関する経費

④交際費（慶弔費、せん別、病気見舞等）に関する経費

⑤飲食（会議等を主催する場合の茶菓及び区政に関わる諸団体が主催する会合に伴うも

のを除く。）に関する経費

⑥条例第９条第１項に規定する政務活動（以下「政務活動」という。）の目的に合致し

ない個人的技能の習得に関する経費

⑦日常的に使用する自動車の購入及びリースに関する経費

⑧自動車の維持管理（公租、車検、保険、修理）に関する経費

⑨その他政務活動の目的に合致しない経費

なお、政務活動に要する経費と上記①～⑨の経費が混在する場合は、政務活動に要する

経費相当分を区分して、政務活動費を支出しなければなりません。

（２）政務活動に要する経費・同細目

各支出項目の細目、支出にあたっての留意事項等を掲載しています。

調査研究費                               ２・３ページ

研修費                                  ４ページ

広聴広報費                               ５・６ページ

要請陳情等活動費                         ６ページ

会議費                                  ７ページ

資料作成費                               ８ページ

資料購入費                               ８ページ

事務費                                  ９・１０ページ

事務所費                                １１・１２ページ

人件費                                 １３ページ
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《調査研究費》           下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

区の事務、地方行財政等に関する調査研究（視察を含む。）及び調査委託に要

する経費

  （調査委託費、宿泊費、交通費、文書通信費）

政務活動に要

する経費細目

○ 月極駐車場代の支出割合の上限は１／２とする

○ ガソリン代の支出割合の上限は１／２とする

（ただし、「政務活動視察報告書」を提出する視察等に要するガソリン代につい

ては、按分の必要はないものとする）

○ スイカ・パスモ等を使用して交通費の実費を計上する場合は、利用区間（行き

先）や目的（出張内容）等を補記した利用明細（履歴）をもって、「政務活動

交通費記録簿」に代えることができる

○ タクシー利用額の上限は年額２４０，０００円とする

（ただし、可能な限り他の公共交通機関を利用する）

◆支出にあたっての留意事項

【視察経費】

・ 宿泊を伴うか、または往復の交通費が１万円を超える日帰りの地方視察・研修参加経費につい

ては、視察報告書の添付が必要です。

☆視察報告書の記載について（21ページ参照）

※ 「１万円を超える」とは、往復の鉄道運賃や航空運賃などをさすものであり、視察先でのタク

シー代やレンタカー代などは含みません。

・ 視察報告書は政務活動の実質、区政との関連性がわかるように記載します。

【日常の交通費】 ☆交通費記録簿の記載について（19～20ページ参照）

・ 交通費記録簿の備考欄には、必ず「出張内容」を記載します。

・ タクシー利用額の上限は年額２４０，０００円です。ただし、可能な限り他の公共交通機関を

利用することとします。（平成23年度政務調査費調査検討委員会決定事項、平成24年度から施行。

利用額の上限については、24年度は月額20,000円、25年度から現行。）

【月極駐車場代】

・ 「賃貸借契約書」がある場合は、その「写し」を提出します。

【駐車(駐輪)料金・有料道路料金】

・ 領収書等貼付用紙の備考欄に「出張先」「出張内容」「利用区間（有料道路の場合）」を記載

します。

【スイカ・パスモ等】

スイカ・パスモ等を使用して交通機関を利用した場合は、交通費実費額を「政務活動交通費

記録簿」に記載するか、または、利用明細（履歴）※１ を「領収書等貼付用紙」に添付し、利

用区間（行き先）や目的（出張内容）等を補記します。

※１ 利用明細（履歴）に関する注意事項

【スイカ】

・ 履歴の印字については、直近の利用分最大５０件まで印字可能です。

（１日の利用回数が、２１回以上の場合、一部印字できない場合あり）
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一度印字された履歴は、再印字できません。また、利用日から２６週間を超えた履歴は印字で

きません。

【パスモ】

・ 履歴の印字については、直近の利用分最大２０件まで印字可能です。

（一部の鉄道事業者では、直近の１００件までの印字が可能）

※ バスを利用した場合は、スイカ・パスモともに「バスの事業者名」しか印字されません。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

調査研究の実質があるか否かは、議員ないし会派の主張する調査目的、調査に向けた準備の有無
及びその内容、当該調査研究活動の具体的内容及び上記目的との関連、調査研究結果の保存状況
等を総合的に考慮して客観的に判断すべきである。

支出の対象となった活動に調査研究の実質があると認められる場合であっても、当該活動が市政
との関連性を欠くことが明らかであったり、必要性・合理性を欠くことが明らかである場合には、
結局当該支出は市政に関する調査研究に資するために必要な経費に充てられたといえず、違法に
なると解すべきである。

《仙台高裁判決（平成19年12月19日）》
   

様々な政治課題や市民生活に係わり、その専門性や関心も多様であって、議員が全人格的活動を
行い、議員活動について政治責任を負っていることを考えれば、その調査対象は極めて広範なも
のにならざるを得ず、調査活動の市政との関連性、その目的、訪問先、調査方法、必要性等も極
めて広範な裁量の下に行われるものであると認められる。
飲食費であるとか家族旅行の旅費等のように一見明らかに市政とは無関係であるとか、極めて不
相当な日程や著しく高額なもの等以外は、これを認めるのが相当である。

《札幌高裁判決（平成19年2月9日）》
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《研修費》         下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

１ 会派又は議員が行う研修会、講演会等の実施（共同開催を含む。）に要する経

費

（会場費、講師謝礼金、宿泊費、交通費）

２ 団体等が開催する研修会、講演会等への会派又は議員としての参加（会派又は

議員の雇用する職員の参加を含む。）に要する経費

（参加費・会費、宿泊費、交通費）

政務活動に要

する経費細目

○ 懇親会費の計上はできないものとする

○ 政治資金パーティーに該当する場合の経費の計上はできないものとする

○ 政党及び政治団体の年会費の計上はできないものとする

○ 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が１０，０００円以下の研修会、講演会等

に参加した場合は、領収書等貼付用紙の備考欄に「研修会等の名称、開催日時、

会場、主催者及び概要等」を記載し、可能な限り資料やレジュメを添付する

○公共政策大学院等に係る授業料の支出割合の上限は１／２とし（ただし、政務活

動費年間交付額の１／３を限度とする）、領収書等貼付用紙の備考欄に「通学の

目的」を記載する

◆支出にあたっての留意事項

【研修会・講演会等への参加費】

・ 参加の主たる目的が政務活動の場合に支出できます。

※政党活動・後援会活動等が含まれる場合は按分が必要です。
※他の参加者との情報交換が調査研究に有益だとしても、それを参加の主たる目的とすること

はできません。

・ 宿泊を伴わず、かつ、往復の交通費が10,000円以下の研修会や講演会等に参加した場合は、領

収書等貼付用紙の備考欄に参加した研修会や講演会等の名称、開催日時、会場、主催者及び概

要等を記載します。また、可能な限り資料やレジュメを添付します。

  （平成23年度政務調査費調査検討委員会決定事項、平成24年度から施行。往復の交通費につい

ては、24年度は30,000円以下、25年度から現行。）

【講師謝礼】

・ 適正な金額であることを示すため、テーマや講義時間等、講義内容の説明が必要です。

【公共政策大学院等に係る授業料】

・ 公共政策大学院等に係る授業料の支出割合の上限は１/2とし（ただし、政務活動費年間交付額

の1/3を限度とする）、領収書等貼付用紙の備考欄に「通学の目的」を記載します。また、カリ

キュラム又は受講（授業）内容が確認できる資料を添付します。（平成25年度政務活動費調査

検討委員会決定事項、平成26年度から施行。）

・ 個人的な資格取得に関するものについては、支出できないことに留意します。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

    × △△連合会（政党）の政経セミナー会券代、前県知事を囲む市町村議員懇話会費
    ○ 講演会「津軽文化の魅力を考える」参加費

《仙台高裁判決（平成19年12月20日）》

○ 地域科学研究会主催の研修会、社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会主催のシン
ポジウム

《札幌高裁判決（平成19年2月9日）》
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《広聴広報費》        下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

１ 会派又は議員が行う活動及び区政に対する区民からの要望及び意見の聴取、区

民相談等の活動に要する経費

（資料印刷費、会場費、参加費・会費、交通費、文書通信費）

２ 会派又は議員が行う活動及び区政について区民に報告するために要する経費

（印刷・製本費、会場費、交通費、文書通信費）

政務活動に要

する経費細目

○ 広聴広報活動における茶菓代については、１人につき５００円を限度とし、領

収書等貼付用紙の備考欄に「目的及び参加人数」を記載する

○ 区政に関わる諸団体が主催する会合の会費の支出割合の上限は１／２とする

（ただし、議員１人１回当たり５，０００円を限度とする）

○ 印刷・製本費及び広報紙等送料については、実態に則して按分する

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額１００，０００円

を超えることはできない

○ ホームページの作成及び維持管理経費は、実態に則して按分する

◆支出にあたっての留意事項

【茶菓代】

・ 目的・参加人数を記載します。

【会場費・機材等の借り上げ】

・ 会議の内容に政務活動以外のものが含まれていないかに留意します。

【区政に関わる諸団体が主催する会合】

・ 区政に関わる諸団体が主催する会合とは、総会、新年会、忘年会、周年行事、懇談会等とし、

    議員として出席した場合の会費を対象とします。（ただし、原則として議員自らが所属している

団体を除きます。）

【区政報告の提出】

・ 発行に要する経費を支出した号の原本を提出します。

※封筒を印刷した場合は封筒も提出します。

【区政報告の内容】

・ 選挙活動、政党活動、後援会活動などに関する記述がある場合は按分が必要です。

※ 紙面に占める面積の割合での按分が合理的です。

※ 当該号発行に要するすべての経費を按分します。

【郵送用切手の購入】

・ 不適切な支出を予防する観点から、年間の上限額（１００，０００円）を設定しています。

※ 日常の通信用に使用する切手も含めて（項目を問わず）、議員１人当たりの上限額は

１００，０００円です。

・ 領収書のほか、広報活動等に使用したことが類推できる説明や証拠資料が必要です

※簡単に換金可能な点に留意します。

※安価な「郵便区内特別郵便」（同時に100通以上出す場合）等がある点に留意して計上します。

場合によっては、説明も必要です。
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【ハガキの購入】

・ ハガキを大量に購入する場合は、その理由を示すなど説明が必要です。（換金可能な点に留意）

【ホームページの運用管理経費】

○サイトに政務活動以外の内容が含まれる場合は按分が必要です。

※合理的な区分が困難な場合は、社会通念上相当な割合で按分します。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

市民の意見を収集、把握することは議員の調査研究の一つとして重要であり、調査研究活動、議

会活動及び市政に関する政策等を市民に知らせることは、市政に対する市民の意思を的確に収集、

把握するための前提として意義を有するものということができるから、こうした広報のために支

出した費用も市政に関する調査研究に資するため必要な費用として、政務調査費の使途基準に適

合するものと解される。              《名古屋地裁判決（平成21年3月26日）》

   議員の後援会旅行・激励会の案内等、議員のプロフィール、引退する議員の後継者の紹介、議員

自身の拡大写真やその活動状況を写した写真等を掲載した部分もあり、後者の記載部分は議員自

身をＰＲするものであり、自己の後援会活動又は選挙活動の一環と認められるものであって、こ

れが直ちに議員の審議能力を強化することにより地方議会の活性化を図るという政務調査費の趣

旨に適合するものということはできない。     《名古屋地裁判決（平成21年3月26日）》

（広報することにより区民から新たな陳情又は意見等のフィードバックが予想され、そこから新

たな視点又は観点の政務調査活動の開始が見込まれるものに関する経費に限定せず）

なるべく多くの区民に広報紙に対する関心を持ってもらい、読んでもらうための１つの手段とし

て、本件会派が行う議会活動及び区政に関する政策等以外の記事（※）を掲載し、当該記事に係

る経費に政務調査費を充てることも、それが合理的な範囲にとどまる限り許されるものと解する

のが相当。(※どの記事も紙面1ページの一部を占めるにすぎないことを踏まえた上での判決)

《東京地裁判決（平成20年9月5日）》

《要請陳情等活動費》      下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う要請、陳情等の活動に要する経費

（資料印刷費、交通費、文書通信費）

政務活動に要

する経費細目
○ 細目なし
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《会議費》         下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

１ 会派又は議員が行う各種会議に要する経費

（資料印刷費、会場費、交通費、文書通信費）

２ 団体等が開催する意見交換会等各種会議への会派又は議員としての参加に要

する経費

  （参加費・会費、交通費、文書通信費）

政務活動に要

する経費細目

○ 会議等を主催する場合の茶菓代については、１人につき５００円を限度とし、

領収書等貼付用紙の備考欄に「会議の目的及び参加人数」を記載する

◆支出にあたっての留意事項

【茶菓代】

・ 会議の目的・参加人数を記載します。

【会場費・機材等の借り上げ】

・ 会議の内容に政務活動以外のものが含まれていないかに留意します。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

政務調査費の対象外の経費として、政党活動・選挙活動に要する経費が定められているから、「政
党本来の活動に関する会議」や「選挙運動に関する会議」に要した費用は政務調査費の支出対象
から除外されるものの、そうでない場合には政務調査費の支出対象に該当するものと解すべきで
ある。

《仙台高裁判決（平成19年12月19日）》

会派又は議員が陳情者等から市政に関する要望・意見を聴取することは、市議会において市民の
意思を適正に反映させるための一手段であり、議員の審議能力を強化することにより地方議会の
活性化を図るという政務調査費の趣旨にも合致するものであるから、政務調査活動というべきで
あるところ、その際陳情者等に対しコーヒー等の飲食物を提供し、１月当たり２，０００円程度
の支出をすることも市政に関する調査研究に資するため必要な費用と認めるのが相当である。

《名古屋地裁判決（平成21年3月26日）》
   

少人数の会議を喫茶店で行うことは必ずしも稀なことではなく、その場合には会場費の負担に替
えて（あるいは加えて）、喫茶代金の負担が伴うが、その費用も研修会等に要する経費に当たる
というべきであり、更に研修会、会議等において、お茶やお茶菓子程度の飲食を伴うことは、会
合の活性化や円滑化に資するものとして一般的にみられるものであるから、その費用はその研修
会等に要する経費に含まれるというべきである。

《京都地裁判決（平成16年9月15日）》
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《資料作成費》         下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う活動に必要な資料を作成するために要する経費

（印刷・製本費、原稿料）

政務活動に要

する経費細目
○ 細目なし

《資料購入費》           下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う活動に必要な図書、資料等の購入、利用等に要する経費

（書籍購入費、新聞購読費、雑誌購読費、有料データベース利用料）

政務活動に要

する経費細目

○ 購読新聞については、専ら議員本人以外が購読しているものは対象外とする

○ 所属政党発行の機関紙の購読については、議員１人当たり１部のみとする

○ 電子辞書等備品的な性格を有するものについては、「資料購入費」ではなく、

「事務費」（事務用品・備品購入費）として取扱う

◆支出にあたっての留意事項

【書籍・雑誌・新聞・その他資料購入】

・ タイトル・資料名のほか、継続的に発行されるものは「何月号」「何号」かを記載します。

【定期購読】

・ １年を超える購読料は支出できません。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

雑誌名や種類が不明であることに照らすと、その雑誌が調査研究活動のために必要な資料である
と認めることができないから、本件使途基準に合致しない支出であると認めるほかない。

《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》
  

書籍購入代金は、たとえ新書や文庫本の代金を含んでいたとしてもなお社会通念上は調査研究に
資する費用の一部ということができるから、その全額を本件使途基準に合致する支出であると認
める。

《仙台高裁判決（平成19年12月20日）》

△△協会の平成１６年度会員費及び新聞代（りんごニュース）については、同協会の会員費を含
んでいることや議員の職業が農業であることに照らせば、個人的な支出であると認めるのが相当
であるから、その全額を本件使途基準に合致しない支出であると認める。

《仙台高裁判決（平成19年12月20日）》

スポーツ紙は一般に娯楽性が高い読み物というほかはないのであって、スポーツ紙の購読が市政
に直接、かつ、具体的に関わるような特段の事情がある場合は格別、そのような特段の事情がう
かがわれない場合にまで公金でこのようなスポーツ紙を購入してよいはずはなく、調査研究活動
に資するため必要な経費であると認め難い。

《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》
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《事務費》            下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う活動に係る事務の遂行に要する経費

（事務用品・備品購入費、事務機器等借上費、インターネット接続料、文書通信費）

政務活動に要

する経費細目

○ ５０，０００円以上の物品は備品とし、備品を購入したときは備品台帳を作成

し管理する

○ 備品購入費については、実態に則して按分する

なお、購入・買替えにあたっては、所得税法上の減価償却資産に係る耐用年数

を参考にする

また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入を控えるものとする

○ ポイントカード制を導入している小売店で物品等を購入する際、一定割合のポ

イントが還元され、次回以降の購入でポイント相当額を代金に充当できる場合

は、還元されたポイントが領収書で確認可能な限りにおいて、そのポイント相

当額を控除して支出する

○ 切手を購入する場合は、項目を問わず、議員１人当たり年額１００，０００円

を超えることはできない

○ インターネット接続料及び携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費に

ついては、実態に則して按分する

○ 通信費に関する支出割合の上限設定は次のとおりとする

固定電話（事務所専用） １／２

固定電話（事務所自宅兼用FAXあり） １／２

固定電話（事務所自宅兼用FAXなし） １／４

○ 政務活動に使用する電話・FAXについては必要最小限の台数とし、その番号を議

長に届け出るものとする

○ 名刺代については、政務活動費による支出はできないものとする

◆支出にあたっての留意事項

【事務用品や備品の購入】

・ 物品等の按分については、合理的な説明が必要です。

※所得税法で定める耐用年数は、パソコン４年、デジカメ５年、携帯電話機６年。
※購入時の金額が５万円以上の物品を備品と定義しているが、５万円未満の物品購入の場合も留意
します。

※次ページ「《参考》物品等の耐用年数」参照。

・ 購入から任期満了までの期間が、耐用年数に満たない備品の購入は、個人の資産形成と捉えら
れる可能性が高いことに留意します。また、耐用年数内に再度備品を購入する場合には、合理的
な説明が必要です。

・ 備品台帳については、従来どおり各自で作成し管理します。（様式自由）ただし、備品につい

ては、透明性を高め、かつ区民の誤解を招かないよう適正な購入を行うという観点から、備品台

帳の写しを議長に提出することとします。また、任期満了前６か月間は、可能な限り備品の購入

を控えるものとします。（平成23年度政務調査費調査検討委員会決定事項、平成24年度から施行）

【ポイント制度を導入する家電量販店等の小売店での購入】

・ 購入により発生したポイント相当額を控除して計上します。

※購入により発生したポイントが「領収書（レシート）によって確認できる場合」に適用されま
す。

   
・ 政務活動費による購入の際に貯めていたポイントを使用した場合には、そのポイント相当額は
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現金による支払と同様に扱い、政務活動費として支出可能です。

【郵送用切手の購入】

・ 切手の購入については、Ｐ．５を参照。

【ハガキの購入】

・ ハガキの購入については、Ｐ．６を参照。

【携帯電話料金】

・ 携帯電話、スマートフォン等の情報端末の通信費については、（使用）実態に則して按分しま

す。（その際、合理的な説明が必要です。）

・ 議員本人分の料金が確認できる書類等が必要です。

※領収書の金額が…
・議員本人分のみの場合＝本人が使用する１回線分ということが確認できるように説明しま
            す。

   ・家族利用分も含む場合＝議員本人分の料金が確認できるように説明します。

・ 月々の料金に携帯電話本体の分割払い代金が含まれている場合があります。分割で購入する場

合も、購入時の価格が５万円以上の場合は、備品台帳を作成するものとします。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

内訳が記載された領収書により真に事務用品として購入されたことを認めることができ、その２
分の１に当たる金額が政務調査活動に資するため必要な費用であったと推認するのが相当である。

《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》
   

個人的使用分を２分の１、政務調査活動分を４分の１、それ以外の議員活動分を４分の１とみる。
※事務所で使用するパソコンのリース料についての判決

《仙台高裁判決（平成19年12月20日）》

自宅の電話と事務所の電話が同一番号であり、電話料金の中には個人としての電話料金（合理的
に案分すると２分の１）、政務調査以外の議員活動の電話料金（４分の１）が含まれていると推
認されるから、残りの４分の１に当たる△△△円を正当な政務調査費用であると認めるのが相当。

《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》

◆《参考》物品等の耐用年数

所得税法で定める主な器具及び備品の「減価償却資産に係る耐用年数」は次のとおりです。

（所得税法上の減価償却資産に係る耐用年数表の一部を抜粋）

     ・「事務机、事務いす及びキャビネット」のうち「主として金属製のもの」（15年）、「そ

の他のもの」（8年）

      ・「ラジオ、テレビジョン、テープレコーダーその他の音響機器」（5年）

      ・「パソコン（サーバー用のものを除く）」（4年）、「その他の電子計算機」（5年）

      ・「複写機、計算機（電子計算機を除く）」（5年）

      ・「テレタイプライター及びファクシミリ」（5年）

      ・「電話設備その他の通信機器」

･･･ア「デジタル構内交換設備及びデジタルボタン電話設備」（6年）

           ･･･イ「上記ア以外の電話設備その他の通信機器」（10年）

      ・「カメラ」（5年）
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《事務所費》             下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う活動に必要な事務所の設置及び管理に要する経費

（事務所賃借料、維持管理費、ＣＡＴＶ・電話回線敷設料）

政務活動に要

する経費細目

○ 事務所賃借料について

自
己
所
有

計上できない

賃 
 

借

事務所専用 事務所賃借料の支出割合の上限は１／２とする

自 宅兼用

事務所賃借料の支出割合の上限は１／２とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の面積

等を考慮した按分率を乗じた額とする

（自宅賃借料×按分率

支出割合上限設定基準額

）×１／２

※ 自己所有とは自己又は生計を一にする親族の所有をいう

※ 個人（一人会派含む）で契約する事務所賃借料の政務活動費支出金額

の上限は月額５０，０００円とする

○ 事務所光熱水費について

自
己
所
有

事務所光熱水費の支出割合の上限は１／２とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の面積等を考慮した

按分率を乗じた額とする

（自宅光熱水費×按分率

支 出 割 合 上 限 設 定 基 準 額

）×１／２

賃 
 

借

事務所専用 事務所光熱水費の支給割合の上限は１／２とする

自宅兼用

事務所光熱水費の支出割合の上限は１／２とする

なお、支出割合上限設定基準額は、事務所部分の面

積等を考慮した按分率を乗じた額とする

（自宅光熱水費×按分率

支 出 割 合 上 限 設 定 基 準 額

）×１／２

◆支出にあたっての留意事項

【事務所の賃料】

・ 「自己または生計を一にする親族」所有の物件を事務所として使用する場合は支出できません。

【生計を一にする親族】

「所得税基本通達」

（生計を一にするの意義）

・2－47  法に規定する「生計を一にする」とは、必ずしも同一の家屋に起居していることを

いうものではないから、次のような場合には、それぞれ次による。

(1) 勤務、修学、療養等の都合上他の親族と日常の起居を共にしていない親族がいる場合であ

っても、次に掲げる場合に該当するときは、これらの親族は生計を一にするものとする。

    イ 当該他の親族と日常の起居を共にしていない親族が、勤務、修学等の余暇には当該他の
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親族のもとで起居を共にすることを常例としている場合

    ロ これらの親族間において、常に生活費、学資金、療養費等の送金が行われている場合

(2) 親族が同一の家屋に起居している場合には、明らかに互いに独立した生活を営んでいると

認められる場合を除き、これらの親族は生計を一にするものとする。

・ 個人(一人会派を含む)で契約する物件の場合、支出上限は月額５０，０００円です。

※「事務所専用で月額賃料が15万円の物件を個人で賃借する場合」
(個人または一人会派で交付を受けている場合)

…規定による1/2按分後の金額は75,000円ですが、支出できる額は50,000円となります。

※「自宅が賃借物件(月額賃料が15万円)で、議員事務所と兼用の場合」
        (自宅面積に占める議員事務所使用部分の割合が1/5の場合)

  …面積割合により1/5を乗じ、さらに1/2按分後の金額15,000円を支出できます。

  ★面積割合を示す書類（図面）を提出します。
★自身が代表を務める会社事務所の所有者が議員自身の場合も自己所有とみなし支出でき
ません。

【事務所の光熱水費】

・ 自身が代表を務める会社事務所または自宅の一部を議員事務所として使用している場合は、使

用部分の面積割合に応じて経費を按分して支出します。

※使用場所が賃貸物件であるか否かは問いません。
※面積割合を示す書類（図面）を提出します。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

調査研究活動に資するためのものと後援会事務所とを兼ねていることがうかがわれ、その合理的
な区分が困難であるから、社会通念上電気料金合計の２分の１を政務調査活動に資するために必
要な費用と認め、その余の△△円については本件使途基準に合致しない支出と認めるのが相当で
ある。

※第三者から議員個人としての事務所を賃借している場合の判決
《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》

   
光熱水道費、電話料金及び共同住宅管理費のうち全体の９分の１は、市政に関する調査研究活動
のための事務所の維持管理費もしくは備品に関する経費として、その支払に事務所費を充てるこ
とが許されると解するのが相当。

※自宅の一部を議員事務所として使用している場合の判決
《大阪高裁判決（平成19年12月26日）》

賃貸借契約に係る賃借人である議員と賃貸人が親子の関係にあり、賃貸借の目的が、賃貸人であ
る父が居住し、かつ父が代表取締役を務める会社が事務所として使用する建物の一室であるとし
ても、当該部分が議員としての調査研究活動のための事務所としての実態を有する限り、親子間
で当該事務所部分の使用関係ないし経費の負担関係を明確にしておくために当該部分について賃
貸借契約を締結することは、それ自体別段不自然ということはできず、上記賃貸借契約に係る月
間使用料（賃料）の金額（月額５万５０００円）にもかんがみると、原告が主張する事実関係か
ら直ちに上記賃貸借契約が実体を欠くものであると推認することはできず、また、上記賃貸借契
約に係る建物部分が議員としての調査研究活動のための事務所としての実態を欠くものと推認す
ることもできないというべきである。

※経済的に同一体ではない親と議員の賃貸借契約についての判決
《大阪高裁判決（平成19年12月26日）》
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《人件費》             下表政務活動に要する経費の括弧内は支出の参考例

政務活動に要

する経費

会派又は議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費
（賃金、社会保険料、交通費）

政務活動に要

する経費細目

○ 議員と生計を一にする親族は、職員として雇うことはできない

○ 議員が雇用する職員のうち、議員活動全般を補助する職員の賃金は、支出割合

の上限を１／２とし、政務活動のみを補助する職員の賃金については、勤務内

容と日給・時給等を明記のうえ、議員１人当たり月額５０，０００円を上限と

して勤務実績に応じた額とする。

◆支出にあたっての留意事項

【生計を一にする親族】

・「生計を一にするの意義」については、P.11、P.12を参照。

【政務活動のみを補助する職員の賃金】

・ 政務活動の補助として雇用するため按分は不要です。

※勤務内容は「政務活動の補助」である旨を示すため、勤務の実情を示す書類を提出し、その中

で具体的に説明します。

（例.来客対応→「区民相談対応･要望整理」等、書類整理→「○○調査の書類作成補助」等）

※区政報告やホームページに関連する業務に従事した勤務日の賃金については、当該発行号等の

他の経費支出時と同じ按分率を適用します。

※一定期間内で区政報告の集中的なポスティングが必要な場合、一時期に多人数のアルバイトを

雇い、賃金を「広報費」で支出しても、人件費で規定する支出上限（議員１人当たり月額５万

円）が適用されます。

※勤務日数が定期的な場合（ex.毎週月～金の午前９時～午後３時など）は、政務活動のみとは捉

えられない恐れがあるため、注意が必要です。

◆《参考》過去（政務調査費）の判例

常勤調査研究補助者は、議員の事務室における電話番や連絡係のみならず、市民による市政に対
する要望の聞き取り調査、市当局に対する陳情等の政務調査活動の補助も行っているのであるか
ら、その補助者の給料の半額分を政務調査費から支出したとしても、本件条例、本件規則及び本
件要綱の定める使途基準に照らして明らかに必要性・合理性を欠いている等，会派及び議員の裁
量的判断を著しく逸脱して支出したということはできない。

《仙台地裁判決（平成20年3月24日）》
   

政務調査活動の補助職員に家族を雇用するというのはお手盛りの危険を伴うものであり、納税者
の立場からすれば、いくら職務に応じた妥当なものであると説明されても、容易に納得できるも
のではないし、そもそも妥当な支出であったか否かを検証することが困難であるといわざるを得
ないことにかんがみれば、政務調査費からそのような支出をすること自体相当ではない。

《仙台高裁判決（平成19年4月26日）》
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２ 領収書その他の証拠書類の扱い                   

（１）宛名の取扱い

①手書き領収書の場合

手書き領収書の場合は、宛名が記載されていることが一般的なため、原則として宛名の記載が

必要です。

・ 宛名が未記載のものは、不可とします。

・ 宛名が上様書きのものも、不可とします。

②レジスター等の機器で印字された領収書の場合

  監査の判断でも、小売店やコンビニエンスストアーなどのレジスターから出力されたものにつ

いては、宛名が未記載の領収書であってもそのまま受領することは妥当であるとされています。

但し、次の事項にご注意ください。

・「発行者、日付、取引内容、金額」が明記されていることを前提としています。（タクシー、有

料道路、パーキング、小売店等）

・ 領収書の金額が５万円以上の場合は、あらためて宛名を明記した領収書の発行を求めるか、宛

名欄に宛名の記載を求めることとします。（平成21年度政務調査費調査検討委員会での申し合わ

せ事項）

・ 領収書は、どんなに大きくても折り畳むなどそのまま添付します。

※ 劣化する恐れのある領収書については、原本とともにコピーも貼付するか、または発行者・金

額・日付・内容などを補記します。

③宛名が議員本人ではない場合

原則として議員本人名義以外の領収書は無効です。

公共料金の契約者が配偶者等であるために領収書が配偶者等の名義となっているケースな

どについては、早期に本人名義の契約に変更します。（平成22年度政務調査費調査検討委員

会での申し合わせ事項）

ただし、自宅や自身が経営する会社の一部を議員事務所として使用しているときの光熱水費・

通信費のように、各種サービスの契約者が配偶者や会社名義になっている場合のみ、次のように取

り扱います。

・ 領収書の宛名が「配偶者」の場合は、①領収書原本 ②宛名が配偶者であることについての説明

③配偶者が発行する証明書 の３点が必要になります。

（２）領収書以外の証拠書類で代用することについて

① 光熱水費や電話料金を口座振替やクレジットカードで支払っている場合

原則領収書原本の提出が必要ですが、紛失等やむを得ない合理的な事情があると認められる場合は、

次のように取り扱います。

【口座振替による支払いの場合】

振替口座の通帳の該当ページの写しを提出します。なお、その際、振替口座の通帳の原本は会派・

議員が５年間保存します。

【クレジットカードによる支払いの場合】

クレジットカード会社が発行する利用明細書及び振替口座の通帳の該当ページの写しを提出しま

す。
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（３）領収書が発行されないケース等の取扱い

インターネット接続料等が該当しますので、次のように取り扱います。

【口座振替による支払いの場合】

振替口座の通帳の該当ページの写しを提出します。なお、その際、振替口座の通帳の原本は会派・

議員が５年間保存します。

【クレジットカードによる支払いの場合】

クレジットカード会社が発行する利用明細書及び振替口座の通帳の該当ページの写しを提出しま

す。
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３ 提出書類                             

（１）「政務活動費収支報告書」→17ページ参照

（２）「出納簿」→17・18ページ参照

（３）「領収書その他の証拠書類（領収書等貼付用紙に貼付または別紙添付）」

なお、次の経費を支出する場合は、以下の書類を提出します。

①交通費…「政務活動交通費記録簿」→19・20ページ参照

②宿泊を伴うか、または往復の交通費が１万円を超える日帰りの調査・研修会・講演

会等の経費…「政務活動視察報告書」→21ページ参照

③広報紙発行に要する経費…「広報紙」

④備品の購入に要する経費…「備品台帳の写し」

   ※参考様式の「備品台帳」か、同台帳の記載事項を満たしている書類等を提出します。

⑤補助職員の賃金等…次のＡ・Ｂのとおり、勤務の実情を証明する書類

Ａ 議員活動全般を補助する職員（議員事務所や会派事務所で定期的に雇用している職員）

の場合

「雇用契約書の写し」

Ｂ 政務活動のみを補助する職員（特定の政務活動の補助を行うために雇用する職員）の場

合

「氏名、住所、生年月日、勤務日・時間、勤務内容、時給(日給)が確認できる書類」

※参考様式の「政務活動補助職員勤務報告書」か、同報告書の記載事項を満たし

ている書類等を提出します。

⑥事務所の賃料…次のとおり、事務所の要件を具備していることを証明する書類

      Ａ事務所専用の物件を賃借する場合

「事務所の賃貸借契約書の写し」

Ｂ自宅と兼用の場合…次のａまたはｂの書類

ａ「自宅の賃貸借契約書の写し」

  ｂ「賃貸人、支払先、物件所在地、賃料、図面・写真等が確認できる書類」

★ 「自宅等、他の用途と兼用している事務所の賃料・光熱水費」を支出する場合、事務所使用

部分の面積等を考慮した按分が規定されているため、上記の書類とあわせて「面積割合を示

す書類」も提出します。

※11・12ページ「◆支出にあたっての留意事項」を参照。
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４ 書類作成上の留意事項 （様式を定めているもの）                      

（１）「政務活動費収支報告書」 ※提出必須書類

原本を提出しますので、写しを平成32年4月30日が過ぎるまで保存します。

なお、「収支報告書出納簿入力フォーマット（Excelﾌｧｲﾙ）」は、平成25年度と共通で

す。

①日付
     ・事務局への提出日を記載します。

②議員名
    ・政務活動費を会派で受けている場合は「会派名」と「代表者氏名」を記載します。

     ・議員個人で受けている場合は「議員氏名」を記載します。

③備考欄

     ・項目ごとに「主な支出内容」を記載します。

（２）「出納簿」 ※提出必須書類

写しは平成32年4月30日が過ぎるまで保存します。

①日付

    ・入出金があった日を記載します。（領収書の日付、口座振替日など）

《参考》平成26年度分政務活動費の振り込み日

4月～6月分＝4月10日、7月～9月分＝7月10日、

10月～12月分＝10月10日、1月～3月分＝1月9日

・「交通費」は、ひと月単位で当月分の金額をまとめ、「月の末日付」で計上します。

《出納簿記載例》1月31日付 交通費(1月分) ****円

②摘要

    ・支出内容、按分率等を記載します。

※年に複数回支払う場合はいつの分か(*月分、*月*日発行分 等)を記載します。

※主な支出の記載例は次のとおりです。

「物品購入」    ＝（例）事務用品代（上質紙、ﾌﾟﾘﾝﾀｲﾝｸ）1/2

       「資料購入」    ＝（例）資料代（世田谷区幼保一体化資料）

       「書籍購入」    ＝（例）書籍代（住民と歩む協働型社会、地域からつくる子育て

ネットワーク 他3冊）

「雑誌購入」    ＝（例）雑誌代（週間△△経済 10月9日号）

「備品リース」   ＝（例）コピー機リース料（10月分）1/2

「賃金」      ＝（例）政務活動補助職員賃金（10月分 鈴木一郎）

       「区政報告発行経費」＝（例）区政報告印刷代（10月10日発行号）4/5

                 ＝（例）区政報告郵送切手代（10月10日発行号）4/5
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「光熱水費」    ＝（例）事務所電気料（10月分）1/4

       「電話料金」    ＝（例）事務所電話料（10月分 FAXあり）1/2

       「講師謝礼」    ＝（例）講師謝礼（防災・まちづくりに関する勉強会）

       「研修等参加費」  ＝（例）研修会参加費（地方議員政策研究研修）

       「交通費」     ＝（例）交通費（10月分）

       「駐車料金」    ＝（例）駐車料（区民相談）

       「有料道路通行料」 ＝（例）高速料金（用賀－御殿場／御殿場市ｽﾎﾟｰﾂ施設訪問）

       「地方視察経費」  ＝（例）宿泊費（京都市・神戸市視察）

③項目

・政務活動に要する経費の各項目の内容・例示経費を確認のうえ選択します。

※2～13ページの該当する支出項目の部分を参照。

④整理番号

・出納簿への記載順（昇順）で機械的に番号をふります。

※「月単位」「年間通し」どちらでも構いません。

（３）「領収書等貼付用紙」 ※提出必須書類（領収書等とあわせて）

①出納簿整理番号

・該当する「出納簿の整理番号」を記載します。

※貼付した領収書が複数の支出に該当する場合は、枠外でも構いませんので、該当するす

べての支出の整理番号を記載します。

②領収書等貼付欄

・サイズが大きい証拠書類等は、折って貼らずに別紙として添付します。

※その際は、貼付欄に「別紙のとおり」「支出の明細は別紙添付」のように記載します。

・領収書を複数枚貼る場合は、「他の領収書」と重なったり、「備考欄への記載事項」が隠れ

ないようにします。

※重なってしまう場合は貼付用紙を分けて添付します。

③備考欄

・出納簿に「支出の内容」を書ききれない場合や、次に該当する場合には必ず説明を記載しま

す。

・なお、説明資料がある場合は、貼付用紙の別紙として提出します。

       
※領収書と異なりサイズが大きいため、貼付用紙に貼らずにファイルに綴じます。

【領収書等の金額と出納簿に記載の金額が異なる場合】

＊金額が異なることの説明が必要です。

＊実績では次のケースが該当します。

Ａ複数購入したうちの一部を計上（書籍・事務用品の購入等）

《説明記載例》
購入額8,000円のうち、書名1,050円、書名630円、書名840円、書名2,100円の合
計4,620円を計上
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Ｂ按分による計上（光熱費、電話料、賃料、備品購入等）

《説明記載例》
支払額10,000円×使用面積の割合による按分1/4×1/2＝1,250円計上

Ｃ発生ポイント分を控除しての計上（家電量販店等ﾎﾟｲﾝﾄ制度導入店での購入）

《説明記載例》
  購入額10,500円から発生ﾎﾟｲﾝﾄ分1,050円を値引き相当額として控除した9,450

円を計上

【領収書・出納簿の記載内容では購入したすべての品名を確認することができない場合】

＊購入したすべての品名・内訳を記載します。

＊実績では、事務用品等の消耗品や書籍を購入した場合が該当します。

【その他、政務活動との関連性がわかりにくいと思われる場合】

＊適正な支出であることを示すために説明が必要です。

＊実績では、次のケースが該当します。

・講師謝礼

  《説明記載例》10月10日開催の△△勉強会で、「□□□」についての講義を依頼。

・施設の入場料や観覧料

  《説明記載例》△△に関する調査。

・備品購入

  《説明記載例》調査研究先での説明に利用するモバイル用。

機器の性質上、政務活動以外にも使用できるため、1/2按分して計

上。

・切手購入

  《説明記載例》区政報告(№123)郵送用。80部送付。

・ホームページ更新料

  《説明記載例》△△ページの更新。ホームページのURL http://****.com

（４）「政務活動交通費記録簿」 ※交通費を支出する場合に提出

交通費以外の支出は領収書等の貼付や支出の説明用に「領収書等貼付用紙（前ページ（３））」を

使用しますが、交通費については領収書の発行が一般的ではないケースが多いため、日付単位で金額・

出張先・経路・出張目的等を記載できる「交通費記録簿」を領収書等貼付用紙の代わりに使用します。

①全般事項

・領収書が発行される場合(タクシーや一部の鉄道・バス等の利用時)は、記録簿の裏面に領収
書を貼ります。

※領収書の枚数が多い場合は裏面ではなく、他の用紙(様式自由)に別途貼付して提出しま
す。

・なお、「移動に伴う交通費以外の経費」は交通費記録簿ではなく、他の支出と同様に領収書
等貼付用紙を使用します。

※ガソリン代、有料道路の通行料、駐車・駐輪料等が該当します。

②出納簿整理番号

・該当する「出納簿の整理番号」を記載します。
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③出張先

・施設名や団体名等、具体的に記載します。

※地方視察の場合も同様です。
※区民相談等で個人のお宅を訪問する場合は、具体的に所在地・お名前を公表することが

好ましくないケースが多々見受けられます。その場合には、利用交通機関・経路が適正
であることを示すために「地名・町名」等を記載します。

④利用交通機関

・「鉄道」「バス」「タクシー」等に区分して記載します。

⑤経路（出発駅－到着駅）

・駅間の移動ではない場合は、「地名・町名・施設名」等を記載します。

※タクシーや一部の鉄道・バスなど、領収書が発行されるものは、領収書ごとに経路を  
区切って記載します。

⑥備考欄

・出張内容を記載します。

      《記載例》△△に関する調査、△△会議、△△研修受講、区民相談・意見聴取 等

    ・その他、交通費計上に関する説明等があれば記載します。

⑦視察や研修参加などで、他都市に行った場合

日常の交通費と同様に利用当日運賃を支払う「他都市(現地)での移動交通費」のほか、事前に

乗車券を購入する「東京－他都市間の交通費」があります。処理方法等は次のとおりです。

【利用日に乗車券を購入する交通費】

＊該当するケース（実績）

「他都市現地で移動する際」の鉄道・タクシー等の運賃

→タクシー以外は領収書が発行されないケースがほとんどです。

＊処理方法

日常の交通費と同様です。

【乗車券を事前に購入する場合】

＊該当するケース（実績）

「東京－他都市間」の往復のＪＲ運賃・航空運賃（領収書の発行あり）

＊処理方法

  乗車券代を支払った日付（領収書の日付）で計上します。

→交通費以外の支出と同様です。領収書等貼付用紙に領収書を貼付し、備考欄

に「出張日程・出張先・乗車区間等」を記載します。

※「東京－他都市間」の乗車券等を利用日に購入した場合でも、上記交通費

以外の支出と同様の扱いとなります。

※現地での移動交通費もある場合は、備考欄に「現地での移動交通費は**

月分交通費記録簿を参照」のように記載します。
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（５）「政務活動視察報告書」

宿泊を伴うか、または往復の交通費が１万円を超える日帰りの視察等経費を支出す

る場合に提出します。

①全般事項
・「別途報告書類を作成する場合」は、当視察報告書を表紙にし、作成した書類を添付します。

※報告書の「概要」欄には「添付報告書類のとおり」のように記載します。

・複数の議員による視察で「連名で報告書を提出する場合」もすべての参加議員に提出してい
ただく必要があります。

※次のように処理します。

【代表する議員１名】
＊通常どおり当視察報告書を記載し、作成書類や資料を添付します。

【その他の参加議員】
＊概要欄以外は通常どおりに、概要欄には「連名で作成したため、○○議員の視察報告

書を参照」のように記載してください。資料等の添付も不要です。

※会派で政務活動費を受け取っている場合の会派視察は、会派名で提出します。

②会派・議員名
・政務活動費を会派で受け取っている場合は「会派名」を、個人で受け取っている場合は「議

員名」を記載します。

③出納簿整理番号
・当該視察・研修について計上したすべての支出の整理番号を記載します。

④実施日
・当該出張の期間を記載します。

⑤参加者氏名
・参加するすべての議員名を記載します。

⑥視察先
・「訪問先の施設名、担当部署」等と「道府県名や市町村名」を記載します。

※研修の場合は「研修場所（施設名）と道府県名や市町村名」を記載します。

⑦視察目的
・「何を調べるため（学ぶため）に訪問したのか」を簡潔に記載します。

⑧行程
・ 往復の経路について、利用交通機関や利用区間等を記載します。

⑨概要
・「政務活動による現地調査(研修)」であることを明確に記載します。

※視察先で入手した資料、研修内容が確認できる資料等がある場合は、写し等を添付しま
す。
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